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論文概要

我々の身の回りにある製品やサービスには，数多くのソフトウェアが利活用されている．

パーソナルコンピュータ，スマートデバイス，家電製品，自動車など普段の生活の中で誰も

が利用している製品から，銀行の預金管理システム，電車や航空券などの座席予約システ

ム，Facebookや Twitterをはじめとした Social Networking Service (SNS)などのサービスも

ソフトウェアが支えている．このように，ソフトウェアは，現在の社会を支える重要な役

割を担い発展している．これらのソフトウェアは，複数のソフトウェア技術者で構成され

るソフトウェア開発チームによって開発，運用されることが一般的である．ソフトウェア

開発は，決められた予算や期間で開発を進めねばならない．定められた制約を満たし，品

質の良い製品を開発するには，ソフトウェア開発を効率的に進める必要がある．そのため

には，チームの実力を最大限に引き出すことが重要である．

ソフトウェア開発チームの実力は，チーム間で大きなばらつきがあることが報告されて

いる．一般的に，知識量や作業効率などの個人の実力は，個人が持っているスキルだけで

はなく，モチベーション (動機付け)の影響を受けると言われている．従業員の作業条件と

作業効率の関係を分析したホーソン研究では，作業効率は，物理的な労働環境よりも，職

場における人間関係や目標意識の影響を受けることを示している．また，生産性の向上に

は，目的を達成しようとする従業員らの集団的な意欲や態度の向上が必要であり，集団的

な意欲や態度を向上させるためには職場の人間関係が重要であると述べている．効率的な

ソフトウェア開発には，開発チームの実力が発揮できるチーム状態であるかどうかが重要

である．それゆえ，ソフトウェア開発を効率的に遂行するには，ソフトウェア開発チーム

がチームとしての実力を発揮しやすい状況，すなわちチームを活性化することが不可欠で

ある．ソフトウェア開発チームを如何にして活性化するかは重要なテーマである．本研究

では，チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにすることを目的に，活性化している

ソフトウェア開発チームの分析を行った．本研究は，汎用的なチーム間の実力差に関連す

る組織行動論，人間関係論，行動科学論などの社会科学と，ソフトウェア工学との境界領

域を対象分野とした，ソフトウェア開発チームの活性化に関する研究である．

多様なソフトウェアが提供されるようになるにつれて，開発チーム数の増加と，チーム

形態の多様化が進んでいる．2013 年に発表された International Data Corporation (IDC) の
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調査によると，全世界には 1,850万人のソフトウェア開発者が存在している．ソフトウェ

ア開発は職業としてだけでなく趣味として実施している者も存在し，その割合は 3:2と言

われている．本研究では，この分類に従って，職業としての開発チームの活性化と，趣味

の開発チームの活性化の 2つを対象とする．代表的な職業としての開発チームは，企業に

おける開発チームであり，趣味の開発チームとして代表的なものは，Open Source Software

(OSS)開発である．そこで，本研究では，企業における開発チームと，OSS開発チームを

研究対象とした．

本論文では，次に示す 3つの事項を明らかにした．

研究テーマ 1の「企業の開発チームにおけるチーム状態を計測する質問紙分析手法を探

る」では，開発チームのリーダが自身のチームの状態を知ることができるツールの検証と

最適な分析手法を探索した．企業の開発チームのリーダを対象としたプロジェクトの運営

状況に関する質問紙調査を実施した松尾谷の研究では，プロジェクトの成否に大きな影響

を与える因子は「仲間意識」と「役割認知」であることを示した．この研究では，質問紙調

査によりプロジェクトの成否を判別することができる可能性を示しているが，一方で判別

分析の検証は行っていない．そこで，プロジェクトの成否判別に関して高い判別分析結果

を示した松尾谷の研究で実施した質問紙調査データを用い，この研究において不足してい

る判別分析の検証を行った．また，企業の開発チームのリーダが使うツールとしては，調

査および分析手法は簡便であることが望ましい．そこで，複数の分析手法を比較し，最適

な分析方法を探った．分析方法は，統計モデルと機械学習モデルを用いた．統計モデルで

は，説明変数を少数の因子や主成分に集約して用いた．機械学習モデルでは，説明変数を

集約せずに用いた．その上で，両モデルの判別率を比較した．

質問紙調査の分析手法の簡便さにおいては，分析過程で因子分析や主成分分析などの統

計処理を行う必要がない機械学習モデルは，質問紙調査結果の値そのものを用いて判別が

できるため，統計モデルと比較すると簡便であり，開発チームにおいて利用することがで

きると考える．教師ありデータを用いて実施した統計モデルの自己検証では，松尾谷の研

究で示された統計モデルの結果と同様の高い判別結果が得られた．機械学習における自己

検証の判別率は，統計モデルとほぼ同等かそれ以上の高い判別率であった．一方で，妥当

性検証として行った Leave-One-Out-Cross-Validation (LOOCV)による交差検証においては，
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統計モデル，機械学習モデル共に外挿となるデータに対しては著しく判別性能が低下する

ことを示した．開発チームのリーダが自身のチームの状態を知るためのツールとして最適

な分析方法は，機械学習モデルであると考えられる．しかし，実用化するためには，外挿

における判別率の向上が求められる．研究テーマ 1で試行した評価比較により，次の課題

は，学習のための教師付きデータの蓄積，用いる変数の数や変数の加工なども含めた説明

変数の改良であることが明らかとなった．

研究テーマ 2の「OSS開発チームにおけるメンバと開発量の関係を探る」では，OSS開

発チームがどのように開発を行っているのかについてメンバと開発量との関係の観点から

調査し，分析を行った．GitHubにおける 50件の OSS開発プロジェクトを対象とし，OSS

開発に対して，企業のソフトウェア開発におけるコストモデルを応用して分析を行い，OSS

開発の特徴分析を試みた．分析には，言語や対象領域に制限を持たず，かつ実績のあるコ

ストモデルである Constructive Cost Model (COCOMO)を用いた．COCOMOの適用に当た

り，企業のソフトウェア開発の工数 (Person-Months)に相当する概念を OSS開発に適用す

るため，開発期間を 1ヶ月単位で区切り，その区間内で 1回以上の Commit記録があれば

1単位とする Effort Person-Monthsを定義し，回帰的に得られたべき式の係数に着目した計

測方法を探った．

分析の結果，OSS開発においても，COCOMOにおける量的開発効率の関係式が成り立

つことが確認された．また，OSS開発特有の特性として，開発規模が増加すると開発効率

が上昇することが確認された．対象ソフトウェアに関する成果物の著作者毎の開発量の詳

細な分析を行った結果，著作者の開発量の順位データは全てべき分布になっていた．そこ

で，べき分布の Head部分に影響を及ぼしていると考えられる大規模な流用と Tail部分に

相当する貢献度の小さい多数の開発者の存在を特異値として除去して分析を行った．特異

値を除去した評価でも，特異値除去前に見られた OSS開発特有の特性に変化はなく，特異

値として除去した大規模な流用や貢献度の小さい多数の開発者の存在が開発効率に影響を

及ぼしていないことを示した．OSS開発チームでは，全開発量の 80 %が少数のメンバに

よって行われており，開発を推進するコアメンバの存在が確認された．

研究テーマ 3の「OSS開発チームにおけるチームの状態の指標化を試行する」では，研

究テーマ 2の結果を踏まえて，メンバ間の開発活動量のばらつきから開発チームの状態の
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指標化を試みた．分析には，研究テーマ 2で分析対象とした OSS開発プロジェクトの開発

記録 (Logデータ)を用いた．活動量を計測するために，計測期間において Commit記録が

ある月を 1とする Effort Person-Monthsを計測の単位と定義し，総開発期間におけるメン

バ毎の総 Effort Person-Months数 (総活動月数)を基に稼働率を算出した．稼働率に相当す

る指標として経済学の分野で用いられるジニ係数とローレンツ曲線を用いた．ジニ係数と

ローレンツ曲線は，経済活動の成果である国全体の所得が各世帯にどのように分配されて

いるのかを調べるときに，最もよく用いられる指標とグラフである．

研究テーマ 3で試行した手法により，実際のOSS開発プロジェクトにおいて Effort Person-

Monthsの分布を基に，ジニ係数とローレンツ曲線を用いて，OSS開発チームの活動量の分

布を定量化した．指標として用いたジニ係数の値から，OSS開発プロジェクトチームにお

けるメンバ間の活動量には大きなばらつきがあることが明らかになった．OSS開発プロジェ

クトは自由な参加が推奨されている．そのため，すぐに貢献することができない新規参画

者が多い場合には，活動量のばらつきは大きくなり，これに伴い成果物に直結する Commit

数にもばらつきが生じると考えた．しかし，活動量のばらつきを示す Effort Person-Months

のジニ係数と成果物に直結する Commitとの相関は認められなかった．このことから，自由

な参加による稼働率の低下の影響はほとんどないと推察される．続いて，OSS開発プロジェ

クトの特性を探るため，ジニ係数の値を基にグルーピングを行い，プロジェクト間での各項

目の分布を確認したが，活動量のジニ係数を用いて分類した OSS開発プロジェクト間には，

有意な差異は見られなかった．さらに，異なる計測期間で算出した Effort Person-Monthsの

ジニ係数を比較した結果，計測期間全てで算出したジニ係数より，最後の 1年間のみで算

出したジニ係数の値が小さいことが分かった．これは，活動量が少なく，活動期間の短い

Contributorが多く存在していることを表している．OSS開発プロジェクトへの参加や離脱

はメンバの自由意志に基づくため，興味のある OSS 開発プロジェクトがあれば開発活動

に参加することができる．これにより，OSS開発プロジェクトに多くのメンバが関わるこ

とになる．OSS開発チームは，開発を推進する少数のコアメンバがいる一方で，わずかな

開発活動で OSS開発チームを去って行く Contributorが多く存在している．OSS開発プロ

ジェクトのジニ係数を時系列で比較した場合の差は顕著に表れており，参加や離脱が自由

な OSS開発チームのメンバ構成は，時間と共に常に変化していると考えられる．この指標

を用いて時系列分析を行うことで，OSS開発チームの成長やチーム状態の変化などを分析

することができるようになると考える．
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本研究では，チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにすることを目的に，リーダ

とメンバの関係といった観点から，企業の開発チームと OSS開発チームについて調査，分

析を行った．企業の開発チームにおいては，複数の分析手法を用いて分析を行い，自己検

証においては，松尾谷の研究で示されている統計モデル結果と同様の結果が得られた．こ

のことから，開発チームにおいて，プロジェクトの成否に大きな影響を与える因子は「仲

間意識」と「役割認知」であると推察される．ただし，本研究で示したモデルは改良の余

地があることが明らかになったので，今後改良したモデルで分析を行った上で，プロジェ

クトの成否に影響を及ぼす要因を特定する必要がある．

OSS開発チームの実態調査では，OSS開発チームにおける明確なリーダの存在は確認で

きなかった．一方で，開発量や活動量の分布からは，開発を推進する少数のコアメンバと

それ以外の多数のメンバという 2つのグループに分かれていると読み解ける．このことか

ら，OSS開発チームにおけるリーダとは，コアメンバに相当すると考える．コアメンバは，

自らの開発作業によって開発チームを牽引していく集団的なリーダであると言えよう．

本研究では，チーム形態が異なることから企業の開発チームと OSS開発チームを分けて

研究を行った．研究結果から開発チームのリーダに関して考察すると，リーダの位置づけ

そのものが全く異なるものであると考えられる．企業の開発チームにおけるリーダは，役

割としてのリーダであり，メンバに指示をして開発を推進していくリーダである．OSS開

発チームにおけるリーダは，自ら開発をして進めていく集団的なリーダである．チーム形

態が異なるだけではなく，リーダとしての位置づけも異なっている．そのため，企業の開

発チームと，OSS開発チームを単純に比較して考えることはできない．

本研究により，企業の開発チームと，OSS開発チームのそれぞれにおいて，新たな知見

を得ることができた．ソフトウェア開発チームの活性化に影響を及ぼす要因については追

加分析が必要であるが，本研究は要因の特定に向けた一助になったと考える．今後も継続

して両者の調査，分析を行い，開発チームの活性化について研究を行っていく所存である．
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第1章 緒論

我々の身の回りにある製品やサービスには，数多くのソフトウェアが利活用されている．

パーソナルコンピュータ，スマートデバイス，家電製品，自動車など普段の生活の中で誰も

が利用している製品から，銀行の預金管理システム，電車や航空券などの座席予約システ

ム，Facebook [1]や Twitter [2]をはじめとした Social Networking Service (SNS)などのサー

ビスもソフトウェアが支えている．このように，ソフトウェアは，現在の社会を支える重

要な役割を担い発展している．これらのソフトウェアは，複数のソフトウェア技術者で構

成されるソフトウェア開発チームによって開発，運用されることが一般的である．ソフト

ウェア開発は，決められた予算や期間で開発を進めねばならない．定められた制約を満た

し，品質の良い製品を開発するには，ソフトウェア開発を効率的に進める必要がある．そ

のためには，チームの実力を最大限に引き出すことが重要である．

ソフトウェア開発に限らず，さまざまな分野において，チームの実力は，構成メンバの

スキルだけではなく，多様な要因によって大きなばらつきが生じている．一般的に，知識

量や作業効率などの個人の実力は，個人が持っているスキルだけではなく，モチベーショ

ン (動機付け)の影響を受けると言われている [3–7]．

従業員の作業条件と作業効率の関係を分析したホーソン研究では，作業効率は，物理的

な労働環境よりも，職場における人間関係や目標意識の影響を受けることを示している [8]．

また，生産性の向上には従業員らのモラール (morale) 1 の向上が必要であり，モラールを

向上させるためには職場の人間関係が重要であると述べている [8]．「モラール」とは，目

標を達成しようとする集団的な意欲や態度を指す．一方，「モチベーション」は，主に個人

の意欲や態度を対象とする場合に用いられる．従来，集団全体の意欲や態度を表す場合に

は「モラール」が用いられていたが，近年では，個人か集団かに関わらず，いずれの場合

においても「モチベーション」という表現が多用されている．本研究では，引用箇所を除

き，いずれも「モチベーション」という表現を用いる．ホーソン研究は，チームの実力も，

1モラールは，モラルと混同されやすいが，両者の意味は全く異なる．モラール (morale)は，目標を達成し
ようとする集団的な意欲や態度のことを指す．一方，モラル (moral)は，ルールや規則などのように明確に定
められたものではない道徳や倫理を指す．
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個人の実力と同様に，個々のメンバの実力 (個人のスキル +モチベーション)の総和だけで

はなく，チームのモチベーションに相当するチームへの期待や目標，チーム内の人間関係

などの影響を受けていることを示している [8]．

ソフトウェア開発においても，開発チーム間の実力には大きなばらつきがあることが報

告されている [9,10]．効率的なソフトウェア開発には，開発チームの実力が発揮できるチー

ム状態であるかどうかが重要である．それゆえ，ソフトウェア開発を効率的に遂行するに

は，ソフトウェア開発チームがチームとしての実力を発揮しやすい状況，すなわちチーム

を活性化することが不可欠である．ソフトウェア開発チームを如何にして活性化するかは

重要なテーマである．本研究では，チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにするこ

とを目的に，活性化しているソフトウェア開発チームの分析を行った．本研究は，汎用的な

チーム間の実力差に関連する組織行動論，人間関係論，行動科学論などの社会科学と，ソ

フトウェア工学との境界領域を対象分野とした，ソフトウェア開発チーム (以下，開発チー

ムまたはチームと記載する)の活性化に関する研究である．

多様なソフトウェアが提供されるようになるにつれて，開発チーム数の増加と，チーム

形態の多様化が進んでいる．2013年に発表された International Data Corporation (IDC)の調

査によると，全世界には 1,850万人のソフトウェア開発者が存在している [11]．その約 40

%に当たる開発者が，趣味でソフトウェア開発をしている開発者 (Hobbyist developers)で

あると報告されている [11]．つまり，ソフトウェア開発は職業としてだけでなく趣味とし

て実施している者も存在し，その割合は 3:2である．本研究では，この分類に従って，職

業としての開発チームの活性化と，趣味の開発チームの活性化の 2つを対象とする．

代表的な職業としての開発チームは，企業における開発チームである．本研究では，職

業としての開発チームとして，企業における開発チームを対象とした．企業の開発チーム

には，業務を推進するリーダと実行するメンバが存在している．リーダには，仕事面だけ

ではなく，職場環境や開発環境などの環境面にも配慮し，チーム内で良い人間関係を築く

ことが求められている [12–18]．企業の開発チームの活性化に関しては，さまざまな先行研

究 [9,10,19–36]がある．これらの研究の多くは，開発チームのメンバ間のコミュニケーショ

ンやリーダとしての振る舞い (リーダシップ)といった観点に基づいている．一方で，開発

チームのリーダとメンバの関係性といった観点からの研究は少ない [10]．松尾谷は，企業
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における開発チームのリーダを対象に，開発チームの人間関係に重点を置いたプロジェク

トの運営状況について質問紙調査を行った [10]．この研究では，質問紙調査結果からプロ

ジェクトの成否を判別することができる可能性を示しているが，一方で判別分析の検証は

行っていない．企業の開発チームでは，自身の開発チームの状態を調査することは一般的

ではない．開発チームのリーダが自身のチームの活性状態を知ることができるツールがあ

れば，チームの問題をタイムリーに改善したり，次の開発チームの運営に活かしたりする

ことができるようになる．そのためには，質問紙調査結果を用いたプロジェクトの成否判

別に関して高い判別結果を示した松尾谷の研究 [10]で行われていない判別分析の検証を行

うことが重要である．未知のデータを用いて検証を行うことにより，汎用的に質問紙調査

結果からプロジェクトの成否判別ができるのかどうかを確認することができる．また，実

務の中での利用を考えると，分析手法は簡便であることが望ましい．そこで，リーダとメ

ンバの関係性という観点から開発チームの活性状態を探る手法として，松尾谷の研究 [10]

を基にして，不足している判別分析の検証と，最適な分析手法を探索することを研究テー

マ 1とした．

もうひとつの課題は，趣味の開発チームにおけるリーダとメンバの関係性を探ることで

ある．近年，オープンソース・ソフトウェア (OSS: Open Source Software)は目覚ましい発展

を遂げており，さまざまなアプリケーションが開発され，無償で使用されている [37]．OSS

開発チームは，今後のソフトウェア開発を牽引するチーム形態のひとつであると言えよう．

そこで，多種多様である趣味の開発チームの代表として，OSS開発を対象とした．OSS開

発に関しては，さまざまな研究が行われているが，その多くは個人のスキルや成長に焦点

を当てた研究が占めている [38–42]．OSS開発集団をチームと捉え，チームとしてどのよ

うに開発を行っているのかといった，開発チームの開発実態を明らかにした研究は見当た

らない．そのため，OSS開発チーム内における構成員の役割についても明らかになってい

ない．先行研究の調査により，OSS開発チームにおけるリーダとメンバの関係性を議論す

るためには，その前段階として明らかにしなければならない課題が 2つあることが分かっ

た．ひとつは，OSS開発チームの実態を明らかにすることである．そこで，OSS開発チー

ムがどのように開発を行っているのか，活性化している OSS開発チームを対象とし，開発

チームの実態を調査することを研究テーマ 2とした．もうひとつの課題は，開発チームの

状態を測定する手法を探ることである．OSS開発チームは，企業における開発チームとは

異なり，その規模はさまざまであり，大きいものは 1万人を超えるメンバが参加している．
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そのため，企業における開発チームのように構成員に対して質問紙調査を実施することは

難しい．そこで，研究テーマ 2の結果を踏まえ，OSS開発チームの状態を計測する手法を

探ることを研究テーマ 3とした．

本論文の構成を次に示す．第 2章にて，開発チームの活性化に関して，企業の開発チーム

と OSS開発チームに分けて俯瞰し，リーダとメンバの関係性という視点で関連研究をサー

ベイする．サーベイにより明らかになった課題を基に，本研究のテーマを具体化し，設定

する．第 3章では，企業のソフトウェア開発プロジェクトの成否に影響を及ぼす要因に関

する研究 [10]における質問紙調査結果を用いて，不足している判別分析の検証を行うと共

に，企業の開発チームのリーダが自身のチームの状態を知ることができるツールとして最

適な手法を探索し，その結果を示す．第 4章では，OSS開発チームの開発記録 (Log)を用

いて対象ソフトウェアに関する成果物の著作者の開発状況を分析し，OSS開発チームの実

態を明らかにする．第 5章では，OSS開発チーム構成員の活動量の分布の偏りから，OSS

開発チームの状態を指標化する手法を検証し，その結果を示す．最後に，第 6章では，開

発チームの活性化に関する研究により得られた知見を総括し，開発チームのリーダとメン

バの関係について考察する．
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第2章 チームの活性化とソフトウェア開発形
態に関する研究

2.1 緒言

本章では，まず，チームの活性化に関する歴史的な研究と，ソフトウェア開発形態の変

化について概観する．続いて，企業の開発チームと OSS開発チームのそれぞれについて，

リーダとメンバの関係性という観点に焦点を当てて関連研究をサーベイする．最後に，サー

ベイにより明らかになった課題を基に，本研究のテーマを具体化し，設定する．
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2.2 チーム活性化に関する実証研究

本節では，ソフトウェア開発と，他の分野におけるチーム活性化に関連する研究を概観

する．

2.2.1 ソフトウェア開発におけるチーム活性化

本項では，ソフトウェア開発におけるチーム活性化に関する歴史的な研究をサーベイする．

Dijkstraが提唱したプログラムを記述する方法論である構造化プログラミング [43,44]は，

開発チームの能力差と原因因子を調査し，構造化プログラミングを用いたチームが高い生

産性を示すという調査結果に基づいている．この観点から捉えると，Dijkstra による研究

は，プログラミング技法を用いてチームを活性化した研究と捉えることができる．

1981年，Boehmが Constructive Cost Model (COCOMO)を提唱した [45]．COCOMOは，

現在，ソフトウェア開発の工数や開発期間の見積もり手法のひとつとなっている．Boehm

は，TRW社の 63の開発チームを対象に大規模な実証研究を行った．この調査では，「チーム

力」を計量するため，複数の管理者がチーム力に関する項目に対してスコアリングを行い，

チーム力を決定した．COCOMOでは，ソフトウェアの品質・コスト・納期 (QCD: Quality,

Cost, Delivery)に影響を与える最大の因子が「チーム力」であると示している [45]．

寺本らは，国内通信メーカにおいて大規模な調査と分析を実施した [46, 47]．この分析

では，「チーム力」を 3 つの因子に分解し，計量にバイアスがかからない工夫を行ってい

る [46, 47]．その結果，「チーム力」が最大の影響因子であるという Boehmの研究結果を追

証する結果を得ている [46, 47]．

Boehmはその後も研究を続け，2000年には，計算手法を改良し，拡張した COCOMO II

を提唱した [48–50]．COCOMO IIでは，「チームの結束度」として「チーム力」を表してい

る [48–50]

2.2.2 社会科学におけるチーム活性化

ソフトウェア産業が始まる以前より，他の産業においてチーム活性化に関する研究は行

われている．代表的な分野は，経営学，組織行動論を始めとした社会科学である．本項で

は，社会科学におけるチーム活性化に関連する歴史的な発達を概観する．

1900年代，急激な工業化により，市場は過当競争となっていった．経営者は，利益を求

め，QCDの向上を推進する一方で，生産工場などの現場では労働強化となり，仕事意欲が
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低下していった．1911 年に，Taylor が科学的管理法 (Scientific Management) [3] を提唱し

た．科学的管理法は，「課業管理」・「作業の標準化」・「作業管理のための最適な組織形態」の

3つの要素から成り立っている [3]．科学的管理法とは，客観的な管理基準を作り，労使協

調体制を構築することで，労働者のモチベーションが向上し，結果として，生産性が増強

され，労働者の賃金の上昇につながり，労使が共存共栄できるという考えである [3]．Tylor

の研究以降，モチベーションに関するさまざまな研究が行われ，個人の実力は，知識量や

作業効率などの個人が持っているスキルだけではなく，モチベーションの影響を受けると

報告されている [3–7]．

1924年から 1932年まで，MayoやRoethlisbergerらにより，Western Electric社のHawthorne

工場において，科学的管理法の実証研究を目的として実験が行われた [8]．この一連の研究

は，ホーソン研究 (Hawthorne Studies/ Hawthorne Works) と呼ばれている．この研究では，

生産性向上のための条件を明らかにするため，まず，照明実験が行われ，その後，リレー

組み立て実験，面接調査，バンク配線作業実験などの実験や調査が行われた．この研究に

より，「労働者の作業効率は，物理的な労働環境よりも，職場における人間関係や目標意識

に左右される」ということが明らかになった．Mayoは，職場には公式な組織とは異なる

非公式組織 (Informal Group)が存在し，この非公式組織における仲間意識や規範が作業効

率に影響を与えると主張した [8]．それまで主流だった科学的管理法では，従業員は仕事の

単純化と経済的報酬以外に対して無関心であることを不可避かつ望ましいことのように見

せたのに対し，ホーソン研究の研究者らは，仕事において意味があると思われたものの多

くが「他者との関係」であることを確認した [8]．Mayoと Roethlisbergerは，生産性の向

上には従業員のモラールの向上が必要であり，モラールを向上させるためには職場の人間

関係の改善が必要であるとする理論，人間関係論を提唱した．

尾高は，モラールを「仕事への満足」，「仕事の意義の自覚」，「集団への帰属意識」，「集団

の団結力」の 4つの要因に分類している [51]．「仕事への満足」と「仕事の意義の自覚」は，

集団の中での個人の適応に関するもので，職務満足に焦点を当てている [52]．「集団への帰

属意識」と「集団の団結力」は，仲間との一体感や団結心といった集団維持意識に焦点を当

てている [52]．角山は，モラールとは，仕事への満足感や集団との一体感を中心に据えた

態度の概念であり，目標達成に向かう個人のエネルギーに焦点を置くモチベーションの概

念とは異なる面を持っていると述べている [52]．このように，「モラール」とは，目標を達

成しようとする集団的な意欲や態度を指す．「モチベーション」とは，主に個人の意欲や態
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度を対象とする場合に用いられる．従来，集団全体の意欲や態度を表す場合には「モラー

ル」が用いられていたが，近年では，いずれの場合においても「モチベーション」という

表現が多用されている．本研究では，引用箇所を除き，いずれも「モチベーション」とい

う表現を用いる．

2.2.3 チーム活性化に関する実証研究のまとめ

組織行動論におけるチーム活性化の研究では，個人の実力は，個人が持っているスキル

だけではなく，モチベーションの影響を受けること [3–7]，QCDの向上には，集団として

のモチベーションが重要であることを示した [8]．その後に実施されたソフトウェア開発

チームを対象とした Boehmの研究では，QCDに影響を及ぼす最大因子が「チーム力」で

あることを示した．このことは，開発チームのチーム力は，チーム間でばらつきがあるこ

とを意味している．つまり，チームの実力も，個人の実力と同様に，個々のメンバの実力

(個人のスキル +モチベーション)の総和だけではなく，チームのモチベーションに相当す

るチームへの期待や目標，チーム内の人間関係などの影響を受けていると考えられる．

これらの研究が示すように，ソフトウェア開発においても QCDを向上させるには，開発

チームの実力が発揮できるチーム状態であるかどうかが重要である．それゆえ，ソフトウェ

ア開発を効率的に遂行するには，ソフトウェア開発チームがチームとしての実力を発揮し

やすい状況，すなわちチームを活性化することが不可欠である．ソフトウェア開発チーム

を如何にして活性化するかは重要なテーマである．本研究では，チームの活性化に影響を

及ぼす要因を明らかにすることを目的に，活性化しているソフトウェア開発チームの分析

を行った．
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2.3 ソフトウェア開発チームの形態

本節では，ソフトウェア開発チーム形態を概観し，本研究における研究対象を定める．

近年，多様なソフトウェアが提供されるようになり，それに伴い，開発チーム数の増加

と，チーム形態の多様化が進んでいる．2013年に発表された International Data Corporation

(IDC)の調査によると，全世界には 1,850万人のソフトウェア開発者が存在し，開発チーム

を構成している [11]．その約 40 %に当たる開発者が，趣味でソフトウェア開発をしてい

る開発者 (Hobbyist developers) 1であると報告されている [11]．つまり，ソフトウェア開発

は職業としてだけでなく趣味として実施している者も存在し，その割合は 3:2である．

本研究では，この分類に従って，職業としての開発チームの活性化と，趣味の開発チー

ムの活性化の 2つを対象とした．代表的な職業としての開発チームは，企業における開発

チームであり，趣味の開発チームとして代表的なものは，OSS開発チームである．そこで，

本研究では，企業における開発チームと，OSS開発チームを研究対象とした．

1IDCの調査では，主な収入をソフトウェア開発から得ていないが，月に 10時間以上コンピュータやモバ
イルデバイス用のプログラムを書く人を趣味の開発者 (Hobbyist developers)として区分している．
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2.4 企業のソフトウェア開発チーム活性化に関する研究

本節では，企業におけるソフトウェア開発チームを対象とし，チーム活性化に関連する

研究を概観する．

2.4.1 企業のソフトウェア開発チームを対象とした研究

企業のソフトウェア開発は，主にプロジェクト型の開発チームでソフトウェア開発を行っ

ている．企業におけるプロジェクトとは，独自のプロダクト，サービス，所産を創造する

ために実施される有期的な業務 [53]であり，プロジェクト型の開発チームとは，企業など

における固定的な組織とは異なり，プロジェクトにおける共通の目的の達成を遂行するた

めに集められたメンバによって構成された集団である．近年では，開発チームのメンバは，

企業内に限らず，異なる企業や組織に属するメンバも含む混成の集団が多くなってきてい

る [54–58]．

ソフトウェア開発において QCDの向上は，ソフトウェア工学共通の課題である [59]．ソ

フトウェア工学では，この課題に対し，技術的な側面とプロセス的な側面からのアプローチ

により研究が行われている．たとえば，厳密な仕様記述方法，テスト技法などの技術的なア

プローチからの研究 [60–62]や，プロジェクト遂行におけるリスク要因の分析やこれらの分

析結果を基にしたプロセス改善の提案などのプロセス的なアプローチからの研究 [63–66]が

ある．ソフトウェア開発では，対象分野やプロジェクトの置かれている技術的，組織的，ビ

ジネス的な状況などのさまざまな要因により，適した技法やプロセスを選ぶ必要がある [67]．

このように，ソフトウェア工学では，技術的な側面とプロセス的な側面からのアプロー

チからの研究が主流であった．有期限で集められたメンバのスキルやバックグラウンドは

多種多様であり，開発チーム間の QCDの差異は大きい [9,10,68]．次項では，2.2節で述べ

たチームの活性化という人的側面からのアプローチを行った企業のソフトウェア開発にお

ける研究を概観する．

2.4.2 企業のソフトウェア開発チーム活性化に関する研究

ソフトウェア開発において，生産性が「技法やツール」，「プロセス」に依存することは

よく知られており，前 2.4.1項で述べた通り，さまざまな研究と実用化が行なわれている．

1987年に，Tom DeMarcoらは，「プロジェクトでは，人に関する問題が技術的な問題より
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もトラブルの原因になることは間違いない」と指摘した [25,69]．この指摘以来，アメリカ

では，ハードウェア，ソフトウェアに次いで「ピープルウェア (Peopleware)」という言葉が

認識され，プロジェクトの環境に着目した改善活動が行われている [25]．一方で，日本に

おける「チーム力」に関する研究や実用化は，製造業などの他の分野と比較すると遅れて

いる．たとえば製造業では「チーム力」を「現場力」と呼び，国際競争力の根源と位置付

けられているが，ソフトウェア開発を始めとする IT業界の現場力は低いという提言がされ

ている [70–72]．

ソフトウェア開発における人的側面からのアプローチを行っている研究としては，「従業員

満足」 (Employee Satisfaction)の考え方を，日本のソフトウェア開発チームの特性に合わせ

て拡張し，共に働く同じチームの個々のメンバをパートナーと定義して大規模な計量を行っ

た「パートナー満足」(PS: Partner Satisfaction)研究がある [19,20]．PS研究では，パートナー

満足を主体とした人的な観点からさまざまな研究が行われている [9,10,21–25,27,28,30–35]．

PS研究は，Herzbergの二要因理論 (動機付け・衛生理論: Herzberg’s Theory of Motivation)

を出発点とし，仕事への満足要因群 (動機付け要因)を促進し，不満足要因群 (環境要因)を

緩和することで，モチベーションを向上させ，開発チームの成功を目的としている [25]．

原田は，開発チームの成功というゴールを達成するためには，そのゴールの達成に必要な

能力であるケーパビリティがチームに備わっていなければならないが，ケーパビリティを

実現するためのエンジンとなる“ヒト”が動かなければチームの成功は難しいと述べてい

る [25]．

PS研究では，モチベーションを測定する PS尺度を開発し，2002年から延べ 3,000人以

上に調査を実施している [9,25]．開発チームメンバを対象とした PS調査では，チームメン

バのモチベーションに影響を及ぼす 7つの要因 (モチベーション・ドライバ)を特定してい

る [23]．Fig. 2.1に，この 7つの要因 [23]を示すと共に，各要因について簡単に説明する．
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Fig. 2.1: Seven Drivers that Influence Team Members’ Motivation 2

(1)自己実現・スキルアップの可能性 ：

プロジェクトに参加することで能力や自立性が向上すると思えるか

(2)自分への評価 ：プロジェクトでの仕事ぶりが正当に評価されているか

(3)リーダの資質・人柄 ：リーダからプロジェクトに対する意欲や公正感，

適切なマネジメント能力が感じ取れるか

(4)コミュニケーションの状態 ：チーム内，チーム間の意思疎通がうまく図られているか

(5)プロジェクトの運営体制 ：プロジェクトの進め方や方針，役割分担に満足しているか

(6)業務上のストレス ：納期や品質に対する必要以上のプレッシャーがあるか，

職場環境が快適か

(7)業務外のストレス ：人間関係や会社のセクショナリズムなど，

業務以外のストレスがあるか
2出典：「チームメンバのモチベーションに影響を及ぼす 7つの要因」[23]を基に筆者作成

12



Fig. 2.1の (1)～ (5)は満足要因であり，(6)～ (7)が不満足要因である．PS調査結果は，

これら 7つの要因の中で，モチベーションへの影響が大きい要因は，(4)コミュニケーショ

ンの状態と，(5)プロジェクトの運営体制であることを示した [23]．

PS 研究では，これらの研究成果を基に，企業の開発チームにおいて，どのようにすれ

ばチームメンバのモチベーションを引き出すことができるか，チーム活性化の実践手法や

ノウハウに関する研究と実践を行った [25, 27, 73]．これらの実践手法やノウハウを用いて

チーム活性化を目指したチームビルディングなどの取り組みに関する事例も報告されてい

る [31,58,73–75]．榎田らは，プロジェクトに良いチームビルディングを導入するには，リー

ダが人間関係を構築するスキルを身につける必要があると述べている [73]．榎田らは，チー

ムビルディングに必要なスキルを開発するため，集団維持に関するスキル，チームの規範

と同調のスキル，コミュニケーションのスキルの向上に重点を置いた育成プログラムを策

定した [73]．増田は，プロジェクトの成功に向けてチームとして課題と向き合っていくこ

とを共通認識として，自主的に問題の解決を行うことができるチームを作ることを目的と

してチームビルディングを導入し，10年に渡って継続実施した事例を報告している [74]．

この事例は，チームビルディング活動を行ってきたチームのメンバと，チームビルディン

グ活動を行っていない他の約 70チーム群のメンバに対して実施した質問紙調査の回答の比

較では，両者の間に明確な差異があることを示した [31]．さらに，回答に有意な差異が生

じている質問項目を抽出して主成分分析を行い，「自分たちのチームに対する自信や信頼」，

「役割に対する納得感や態度」，「仕事に対する技術的な誇り」，「仕事に対する自由度」の 4

つの因子を抽出した．増田は，これらの因子が差異を発生させている因子であり，チーム

ビルディングによって培われたチーム力の主要な構成要素であると述べている [31]．また，

抽出した因子の組み合わせを変えて実施した判別分析の結果，特に大きな影響を与える因

子は，「仲間意識」と「役割意識」に相当する「自分たちのチームに対する自信や信頼」，「役

割に対する納得感や態度」の 2因子であると述べている [31]．山川は，職種を超えた連携

を目指し，デザイナーとソフトウェア技術者を同じチーム編成としてチームビルディング

を実施した事例を報告している [75]．編成の組み替えとチームビルディングを実施してか

ら 6ヶ月経過後に質問紙調査を行い，同事業部内の他のチームとの比較を行った結果，「仲

間意識」，「役割意識」，「規範意識」，「成果意識」，「仕事の難易度，環境」の全てにおいて明

確な差異が認められたことが示されている [75]．

2016年の Googleにおける研究 [36]では，「効果的なチームを可能とする条件は何か」を
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研究目的とし，チーム内の状況にまで踏み込んだ調査を行い，チームの状態と生産性との

関係を示している．Googleの研究では，「誰がチームのメンバであるか」よりも「チームが

どのように協力しているか」が重要であるとして，チーム効率性に影響を及ぼす順に次の

5つの因子を挙げている [36]．

(i) 「心理的安全性」：

対人関係においてリスクのある行動を取ったとしても，

このチームなら大丈夫だと信じられる

(ii) 「相互信頼」：

相互信頼の高いチームのメンバは，クオリティの高い仕事を時間内に仕上げる

(iii) 「構造と明確さ」：

職務上で要求されていること，その要求を満たすためのプロセス，

メンバの行動がもたらす成果について，個々のメンバが理解している

(iv) 「仕事の意味」：

仕事そのもの，またはその成果に対して目的意識を感じられる

(v) 「インパクト」：

自分の仕事には意義があるとメンバが主観的に思える

QCDに影響を及ぼしているのは，COCOMOの研究では「チーム力」であり [45]，PS研

究では「仲間意識」と「役割意識」である [10,31]．Googleの研究結果は，COCOMOの研

究や PS研究と同様に，開発チームメンバの関係性が重要であることを示している．

2.4.3 リーダシップに関する研究

従業員を管理するマネジャーやリーダは，さまざまな背景や経験を持つ人を管理し，良

い人間関係を醸成させる必要がある．本項では，リーダシップに関する研究を概観する．

1940年代より，リーダシップ理論のアプローチ方法として，リーダの資質ではなく，良

いリーダ行動とは何かを明らかにするリーダシップ行動論が発展した．
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リーダシップ行動論に関する実証研究のひとつにオハイオ研究 (The Ohio State Leadership

Studies) [12, 13]がある．オハイオ研究は，1950年代に，心理学者の Shartleがリーダの行

動を測定する尺度構築を目的に行った研究である．Shartleは，25,000人以上の民間や軍の

組織について調査，分析を行った [13,76]．Shartleは，分析の結果，リーダの行動は「構造

づくり」(Initiating Structure)と「配慮」 (Consideration)の 2つに集約されることを明らか

にした．「構造づくり」とは，組織の成果向上のためインフラの整備や部下の課題管理を徹

底する行動である．「配慮」とは，部下と相互に信頼し合い，より良い人間関係を維持しよ

うとする行動である．オハイオ研究では，構造づくり型のリーダシップと，配慮型のリー

ダシップは両立するとし，両方の行動が共に高いリーダが優れたリーダであるとしている．

1961 年，Likert は，マネジメント・システム論 (Likert’s System of Management) を提

唱した [14]．大手保険会社のリーダを対象に行った研究は，ミシガン研究 (The Michigan

Leadership Studies)とも呼ばれている．Likertは，組織を管理者の下でメンバが相互作用す

る「システム」と捉え，システムを 4つのパターンに分類した．4つのパターンとは，「権

威主義・専制型 (システム 1)」・「温情・専制型 (システム 2)」・「参画協調型 (システム 3)」・

「民主主義型 (システム 4)」である．Likertは，これら 4つの中で，民主主義型 (システム

4)の組織の業績が最も高いと主張した．この研究により，高い生産性をあげる組織は，人

間的側面と目標指向的な作業チームの形成を図る「部下中心型」であり，関係志向のマネ

ジメントを行っていることが多く，低い生産性の組織は，リーダが常に生産性をあげるよ

う圧力をかけようとする「仕事中心型」であり，課題志向のマネジメントを行っているこ

とが多いということが明らかになった．

日本では，1966年に，三隅が PM理論を提唱した [15–17]．この研究では，450項目の事

前調査から 13要因・232項目の調査票を作成し，5,200名に調査を実施した．研究の結果，

三隅は，リーダシップは 2つの行動機能の大小により構成されるとした．2つの行動機能

は，P: Performance (目的達成機能)と，M: Maintenance (集団維持機能)である．P行動は，

目標設定や計画立案，メンバへの指示などにより目標を達成する行動であり，M行動はメ

ンバ間の人間関係を良好に保ち，集団のまとまりを維持する行動である．三隅は，P行動

とM行動の大小を大きい場合は大文字，小さい場合は小文字で表現し，4つのリーダシッ

プタイプ (PM型，Pm型，pM型，pm型)を示し，PとMの能力が共に高い PM型のリー

ダシップが望ましいと示した [15–17]．また，P行動には計画 P行動と圧力 P行動があり，

計画 P行動は職務を遂行するために部下を指導したり，自分の仕事上の有能さを示したり
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するリーダの行動で，圧力 P行動は職務を遂行するように部下に圧力をかけるリーダの行

動であるとした．圧力 P行動は，部下に心的抵抗，緊張，葛藤を与え，部下の動機付けを

減少させるとしている [15–17, 77]．

2016年の Googleにおける研究 [18]では，「優れたマネジャーの要件を特定する」ことを

研究目的とし，社員アンケートのコメントと業績評価を分析し，評価の高いマネジャーに

共通する 10の行動様式を示している．次に，Googleにおける優れたマネジャーの要件を

示す [18]．

(a) 良いコーチである

(b) チームに任せ，細かく管理しない

(c) チームの仕事面の成果だけでなく，健康を含めた充足に配慮し，

インクルーシブ (包括的)なチーム環境を作る

(d) 生産性が高く，結果を重視する

(e) 効果的なコミュニケーションをする (人の話をよく聞き，情報を共有する)

(f) キャリア開発をサポートし，パフォーマンスについて話し合う

(g) 明確なビジョンや戦略を持ち，チームと共有する

(h) チームにアドバイスできる専門知識がある

(i) 部門の枠を越えてコラボレーションを行う

(j) 決断力がある

Googleの研究では，社員アンケートと業績評価から抽出されたものであるため，これら

の要件が同じように他の組織で当てはまるとは限らないとし，Googleがどのような点に着

目したかを示している．Googleでは，社員アンケートと業績評価から，マネジャーがチー

ムメンバのパフォーマンスや幸福度に大きな影響を与える存在であるかを判定したと示し

ている．
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これらの研究は，リーダには，メンバのパフォーマンス向上を目指し，仕事面だけでは

なく，職場環境や開発環境などの環境面にも配慮し，チーム内で良い人間関係を築くこと

が求められることを示している．

2.4.4 リーダとメンバの関係性に関する課題

2.4.2 項で概観した企業におけるソフトウェア開発チームの活性化に関する研究や事例

報告は，開発チームのメンバ間のコミュニケーションや，リーダとしての振る舞い (リーダ

シップ)といった観点に基づくものが多くを占めている．Table 2.1に，開発チームの活性

化に関連する先行研究を対象分野毎に分類して示す 3．

Table 2.1: Summary of Previous Research on Activation of Development Team

チーム/組織 リーダ メンバ メンバ間
リーダと
メンバ間

行動 [9] [24]

計測/評価/要因分析
[29] [30]
[31] [32]

[31] [35] [10]

生産性/パフォーマンス [19] [20] [35]

コミュニケーション
[21] [22]
[26]

[21] [28]

モチベーション [23] [23]
チームビルディング [27] [27]
プロセス [22]
人的マネジメント [25]

リーダシップ
[15] [16]
[17] [18]

組織文化 [36]

企業のプロジェクト型の開発チームには，プロジェクトを推進するリーダと実行するメン

バが存在している．2.4.3項で示した通り，リーダには，仕事面だけではなく，職場環境や

開発環境などの環境面にも配慮し，チーム内で良い人間関係を築くことが求められている．

原田は，PSを高めてモチベーションを向上させ，プロジェクトを成功させるためのキーマ

3表中の番号は，参考文献の参照番号である．また，複数の分野を対象としている研究は，重複して掲載し
ている．
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ンはリーダであると述べている [25]．しかしながら，Table 2.1に示した通り，開発チーム

のリーダとメンバの関係性といった観点からの研究は少ない [10]．

松尾谷の研究 [10]では，開発チームのリーダを対象に，開発チームの人間関係に重点を

置いたプロジェクトの運営状況に関する質問紙調査を行った．調査の結果，プロジェクト

の成否に大きな影響を与える因子は「仲間意識」と「役割認知」であると述べ，質問紙調

査結果からプロジェクトの成否を判別することができる可能性を示している．この研究で

は，2種類の質問紙を用い，2つのプロジェクト群に対して「現場力」 4を調査した．調査

結果に対して主成分分析を行い，抽出された主成分を説明変数として用い，同質問紙内で

回答されているプロジェクト成否を目的変数として判別分析を行った．分析の結果，それ

ぞれのプロジェクト群において，95 %と 82 %という高い判別率であったことを示してい

る [10]．一方で，この研究 [10]では，判別分析の検証を行っていない点が課題である．

企業の開発チームでは，自身の開発チームの状態を調査することは一般的ではない．開

発チームにおいて，開発中に質問紙調査の分析ができれば，開発チームにおいてチームの

活性状態を知ることができ，チームの問題点をタイムリーに改善することができるように

なる．開発後に質問紙調査の分析ができれば，どこにチームの問題があったのかを知るこ

とができ，次の開発チームの運営に活かすことができるようになる．そのためには，プロ

ジェクトの成否判別に関して高い判別結果を示した松尾谷の研究 [10]で行われていない判

別分析の検証を行うことが重要である．未知のデータを用いて検証を行うことにより，汎

用的に質問紙調査結果からプロジェクトの成否判別ができるのかどうかを確認することが

できる．また，実務の中で利用するツールとしては，調査および分析手法は簡便であるこ

とが望ましい．質問紙調査の最適な分析手法を明らかにすることで，企業の開発チームの

リーダが，自身のチームの活性状態を知ることができるツールとして利活用できるように

なると考えた．

4先行研究 [10]では，本研究における「チーム活性化」を「現場力」と表現している．
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2.5 OSS開発チーム活性化に関する研究

本節では，OSS開発チームを対象とし，チーム活性化に関連する研究を概観する．

2.5.1 OSSの出現と発展

ソフトウェア工学では，ソフトウェア開発を取り巻く技術やビジネス環境の急速な変化，

発展も共通課題のひとつである [67]．近年，OSSは目覚ましい発展を遂げている．Webサー

バにおける LAMP (Linux, Apache, MySQL, PHP / Perl / Python) [78–83]や携帯端末におけ

る Android [84]などが核となり，さまざまなアプリケーションが開発され，無償で使用さ

れている [37]．ソフトウェア工学においても OSSの特徴に関連して「オープンソース・ソ

フトウェア工学」のシリーズで多くの研究が報告されている [85–87]．

OSSとは，ソースコードを公開し，改変，再頒布することができることができるソフト

ウェアの総称であり，オープンソース・ライセンスに従えば，誰でも自由に改変，再頒布

を行うことができる．ソースコードとは，プログラミング言語で記述されたプログラムの

設計図とも呼ばれるテキスト (文字列)データである．OSS開発は，自発的に参加する開発

者らによる活動が中心であり，限定メンバによるクローズドな環境で運営している開発を

除き，誰でも，いつでも開発チームに参加，離脱することができる．

オープンソース・ソフトウェアの歴史は，著作権により保護され，開示されない商用ソー

スコードに対する反発から始まった [88]．Richard Stallmanは，ソフトウェアを人類共有の

財産として自由に利用することは，さらに優れたソフトウェアの開発に繋がると考え，ソ

フトウェアの実行，複製，頒布，学習，改善する自由を提供する「フリーソフトウェア」

(Free Software)を提唱した [89]．その後，ソースコードの公開を保証しながらソフトウェ

アの開発を進めていくプロセスに着目した集団が現れ，「オープンソース・ソフトウェア」

という名称を作りだした [88]．

Linus Torvaldsは，Linuxの開発を始めたモチベーションは，ソフトウェアの自由を通じた

人類の財産作りといった社会貢献的なものではなく，「それが僕には楽しかったから」 (”Just

for Fun”)であると述べている [90]．竹田は，OSS開発チームへの参加動機に関する複数の

調査結果をまとめ，次のように述べている．「Linus Torvaldsのように知的好奇心を満足さ

せるものもいれば，ソフトウェア開発能力の向上，自分の評判を高める，自分が作りたい

ソフトウェアを作る，そして，コミュニティでの評価を高めたい，などが参加動機である

と答えるものもいる．評判を高めるためには，参加するプロジェクトが著名である必要が
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あるが，実際のところ進行中のオープンソース・ソフトウェア開発プロジェクトは，数万

ある．ほとんどは，無名のプロジェクトである．したがって，多くのプロジェクト参加者

たちは，自らの使いたいソフトウェアが世の中にはないのだが，自分一人で作るのは大変

だ，というような考えで参加していることになる．つまり，このような動機付けを中心に，

知的好奇心の追求をまで含め，参加者は社会のためにソフトウェアを開発しているのでは

なく，参加者個人の自己利益を追求するためにプロジェクトに参加している．」[88]

このように，OSS開発チームに参加するメンバの動機はさまざまであるが，OSSは，普

及の過程において標準化が進んでおり，企業にとっても，投資コストの低価格化という点

で注目を浴びている．近年，情報産業のビジネスの中心が，ハードウェアからソフトウェ

アに，そしてさらにソリューションへと移行していることから，OSSが企業戦略の中に深

く取り込まれたり，企業間ネットワークを形成する手段となったりしており，OSSと企業

の関係は進化を続けている [88]．新たに出現した OSSは，急速に発展しており，これに伴

い，OSS開発チームでは，新たな OSSや，OSSの改良が次々と行われている．今後のソ

フトウェア開発を牽引するチーム形態のひとつとして，OSS開発の特性について明らかに

することは重要であろう．

2.5.2 OSS開発の概要

本項では，OSS開発の概要として，開発手法，主な開発環境，および OSSと OSS開発

に関する用語についてまとめる．

OSSの開発手法

1999年，Raymond [91]は，OSSにおいて成功を収めた開発方式を 2つに定義した．ひ

とつは，Linuxの開発方式である「バザール方式」であり，もうひとつは当時の一般的な

開発方式であった「伽藍方式」である．

伽藍方式とは，中央集権的に伽藍を組み上げていくような方式であり，少数の高いスキ

ルを持つ開発者が慎重に開発を行う．リリースに対しては，ソフトウェアが完成するまで

はβ版すら出さないような厳しい考え方である．伽藍方式では，バグは「あってはならな

いもの」であるため，バグがない状態でリリースするために，少数の開発者が長期に渡っ

てバグ取りテストを行い，ソフトウェアを完全なものに仕上げていく [91]．

一方，Linuxで用いられた開発方式であるバザール方式とは，ソースコードを公開し，興
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味を持った開発者が開発を行うため，いろいろな作業やアプローチが渦巻くバザールのよ

うであるというところから，この名前が付けられた．任せられるものは他人に任せ，「早め

に頻繁にリリースする」というように，リリースに対する考え方は厳しくない．バザール

方式では，バグは「直すもの」である．リリースにより，利用者によってバグ探しが行われ

る．発見されたバグは，開発者によって修正され，次のリリースに反映される．バザール

方式では，バグ探し，バグ修正が世界中の開発者と利用者によって行われるため，リリー

スのサイクルを非常に短くできる [91]．現在の OSS開発は，バザール方式が中心となって

いる．

OSSの主な開発環境

OSSの開発は，主にGitHub [92]や Bitbucket [93]といったインターネット上のソフトウェ

ア開発のプロジェクトホスティングプラットフォームを利用して行われている．プロジェク

トホスティングプラットフォームは，作業中のソースコードの管理場所である．プラット

フォーム上では，多種多様なソフトウェア開発が行われるため，開発対象ごとに Repository

と呼ばれる単位で一元的にデータの構成管理を行っている．OSS開発では，特定のソフト

ウェア (またはソフトウェア群)の開発活動をプロジェクトと呼ぶ．企業において一般的に

用いられているプロジェクトは，Project Management Body of Knowledge (PMBOK)におい

て，独自のプロダクト，サービス，所産を創造するために実施する有期性のある業務と定

義されている [53]．しかしながら，OSS開発におけるプロジェクトは，明確な活動期限を

持たないものが多く，割り当てられた業務でもないため，PMBOKの定義とは全く異なる

性質を持つものである．OSS開発におけるプロジェクトの特色としては，予算を持たない，

開発期間の設定がない，開発活動への参加義務がない，などがある．また，個々の OSS開

発のプロジェクトによって，その運営方法も異なる．よって，OSS開発におけるプロジェ

クトの定義は困難である．そこで，本研究では，企業におけるプロジェクトの対比として，

OSS を開発するプロジェクトのことを OSS 開発プロジェクトと総称する．また，本研究

における OSS開発プロジェクトは，一元的にデータの構成管理を行う Repository単位での

開発活動を指す．OSS開発は，プラットフォームで OSS開発プロジェクトを公開すること

により，インターネット上で複数の開発者が並行して開発を進めていくことができる．プ

ラットフォームの中でも，GitHubは最も勢いを増している [94]．
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OSS開発に関する用語

GutHubを例に，OSS開発における主な用語を簡潔にまとめる．

GitHubを利用するにはユーザ登録が必要である．対象のOSS開発プロジェクトの Remote

Repositoryを自身の Local Repositoryにコピーすることを Cloneと言う．対象の OSS開発

プロジェクトの Remote Repository を自身の Remote Repository にコピーすることを Fork

と言う．Forkは，何らかの追加機能の実装やバグ改修を実施する場合に使用するものであ

る．そのため，オリジナルの Repositoryへの貢献が前提であり，Forkした場合にはオリジ

ナルの Repositoryの所有者に通知される．ユーザは，Cloneや Forkした自分の Repository

で開発を行う．GitHubでは，バージョン管理システムである Git [95]を用いている．バー

ジョン管理システムへ変更を登録することを Commitと言う．バージョン管理システムで

は，全ての変更履歴を記録しており，Commitと共にメンバの活動が記録されている．1つ

の Commit記録には，追加や修正された対象のファイル，追加行数，削除行数の情報，メン

バ名およびタイムスタンプが残されている．これらの記録を Logと言う．自身の開発環境

でテストを行い，問題がなければ，オリジナルの Remote Repositoryへ反映させる申請であ

る Pull Requestを行う．Pull Requestが受け入れられると，自身の開発内容がオリジナルの

Remote Repositoryへ反映される．課題やエラーなどの課題管理は Issuesで行われる．Pull

Requestが受け入れられたり，Issuesにおいて議論に参加したり，Code Reviewを行ったり

するなど，プロジェクトに対して何らかの貢献を行ったユーザは，Contributorと呼ばれる．

プロジェクトにより，Wiki [96]などのサービスを利用したり，メーリングリスト (Mailing

List)を使ったりして，相互にコミュニケーションをとっているところもある．

また，GitHubユーザは，Repositoryや他のユーザに Starを付けることができる．Starと

は，Social Networking Service (SNS)の Facebook [1]や Twitter [2]の「いいね！」(Like!) の

ようなものであり，SNS同様，Starにより OSSそのものを始め，開発活動，開発者の人気

度や期待度を見ることができる．

2.5.3 OSS開発チームにおける役割に関する課題

OSS開発に関しては，開発量から有能な開発者候補を予測する研究 [38]，OSS開発プロ

ジェクトにおける役割の変化などに関する研究 [39,40]，OSS開発プロジェクトのプロセス

モデルに関する研究 [41]など，さまざまな研究が行われているが，これらの研究は，個人

のスキルや成長に焦点を当てた研究が多くを占めている．
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Guimarães らによる OSS 開発コミュニティにおけるライフサイクルモデルの研究では，

SourceForge [97]のダウンロード，バグ，フォーラムメッセージ，ソースコードアクティビ

ティ情報などを用いて主成分分析を行い，スタートアップ，成長，成熟，衰退，死といっ

た OSS開発コミュニティのライフサイクルの段階 (Stage)によってコミュニティの有効性

レベルと活動レベルに変化があることを示している [42]．

竹田は，OSS開発チームの役割について次のように述べているが，実際の調査は行って

いない．「それぞれのモチベーションはさまざまであるが，基本的には自発的に開発プロジェ

クトに参加した個人で構成され，そこには明示的な指揮命令の系統はない．このような特

徴から，OSSの開発組織はコミュニティとして扱われることが多い．コミュニティの統制

は，主にプロジェクト開始者が発揮するリーダーシップと相互信頼とによる．」[88]

以上のように，OSS開発集団をチームと捉え，チームとしてどのように開発を行ってい

るのかといった，開発チームの開発実態を明らかにした研究は見当たらない．そのため，

OSS開発チーム内における役割についても明らかになっていない．OSS開発では，有用な

OSSでは流用や派生開発が多数発生していること，メンバは自由にチームへの参加や離脱

ができることから，チームの範囲を定めなければ，リーダやメンバの実態を調査すること

ができない．OSS開発チームにおける役割を調査するには，まず，OSS開発チームの範囲

を定める必要があることが明らかになった．
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2.6 OSS開発チームにおけるチーム状態の計測

本節では，まず，OSS開発チームの状態を計測するに当たり，インターネットを通した

集団の活動構造を表す研究について概観する．続いて，2.5.3項で述べた課題を基に，本研

究における OSS開発チームを定義する．

2.6.1 インターネット上の集団における活動構造の指標化に関する研究

本項では，インターネットを通した集団の活動構造を表す研究について概観する．

北山は，29のメーリングリストにおける投稿数を個人毎に計測し，投稿数の分布をジニ

係数 (Gini Coefficient)とローレンツ曲線 (Lorenz Curve)で表した [98]．ジニ係数は，分布

の偏りを表す指標であり，その分布をグラフで表したものがローレンツ曲線である．ジニ

係数とローレンツ曲線は，経済活動の成果である国全体の所得が各世帯にどのように分配

されているのかを調べるときに，最もよく用いられる指標とグラフである [99, 100]．北山

がジニ係数を用いたのは，メーリングリストにおける個人毎に集計した投稿数の分布に偏

りがあったためである．

Fig. 2.2 に，ローレンツ曲線の例を示し，国の世帯所得の分布を例にジニ係数とローレ

ンツ曲線について説明する．ローレンツ曲線は，世帯を所得の低い順番に並べ，横軸に世

帯の累積比をとり，縦軸に所得の累積比をとって，世帯間の所得分布をグラフ化したもの

である．世帯間の所得格差が存在せず，全ての世帯の所得が同額であるならば，ローレン

ツ曲線は 45度線 (Line of perfect equality) と一致する．世帯所得の分布に偏りがある場合

には，ローレンツ曲線は下方 (Line of Perfect inequality)に膨らんだ形になる．ジニ係数は，

ローレンツ曲線の下方への膨らみ具合を，Fig. 2.2の (A)の面積と (A) + (B)の面積の比で

表したものである．ジニ係数の値は，0と 1の間をとるため，ジニ係数の値が 0に近けれ

ば分布の偏りは小さく，1に近ければ分布の偏りが大きい．
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Fig. 2.2: The Gini coefficient and the Lorenz curve

北山は，所得の分配をメーリングリストの発言数の分配としてジニ係数を求め，世帯の

累積比の代わりに横軸に投稿者の累積比をとり，所得の累積比の代わりに縦軸に投稿数の

累積比をとってローレンツ曲線で示した．北山は，メーリングリストの投稿数の分布をジ

ニ係数を用いて分析した結果，人の繋がりの維持を目的とする集団と情報を共有する集団

とではジニ係数の値に差があると述べている [98]．人の繋がりの維持を目的とする集団で

はジニ係数の値は小さく，情報共有を目的とした集団では，目的指向性が強くなるとジニ

係数の値が大きくなっていることを示した．

北山の研究の他にも，ネットワーク上のデータの分析にジニ係数を用いた研究がある [101]．

Dewanの研究では，Webの閲覧行動における特定のサイトに集中する程度をジニ係数で表

現し，比較している．このように，ジニ係数とローレンツ曲線は，本来の目的である所得

の均等度合いを表す以外にも活用されている．ジニ係数は所得均等性の評価指標として提

案された係数であるが，分布の偏りを評価したり，表したりする指標として，さまざまな

事項へ応用が可能である．

ジニ係数は，計算が容易であり，データの特性をひとつの値で表すことができる．一方

で，分布の形が異なっていてもジニ係数の値は同値となる場合があるため，この点には注

意しなければならない．分布の偏りは，ジニ係数によって，その程度を推測することがで

きる [98]．

本研究では，OSS開発チームのチーム状態を表す指標として，ジニ係数とローレンツ曲
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線を応用することとした．

2.6.2 OSS開発チームの定義

2.5.3項において，OSS開発チームにおけるリーダとメンバの関係を探る前段階として，

開発チームの実態を探る必要があることが明らかとなった．さらに，参加も離脱も自由な

OSS開発チームの活動実態を探るためには，チームとしての対象期間と対象範囲を定める

必要があることも明らかとなった．

まず，OSS開発チームの何を分析対象とするのかについて検討した．OSS開発チームに

関わるメンバは，数人から数千人規模であり，大きいものでは 1万人を超えている．そのた

め，企業の開発チームのように，メンバに対して質問紙調査を実施することは難しい．しか

しながら，インターネット上で公開されている OSS開発プロジェクトであれば，Repository

単位で開発開始時点からの全ての Logデータの取得が可能である．そこで，OSS開発チー

ムの範囲を OSS 開発プロジェクトの Repository 単位とし，開発記録そのものである Log

データを分析対象とすることとした．本研究において，OSS開発活動を指す場合には OSS

開発プロジェクトと記載し，OSS 開発プロジェクトのメンバを指す場合には，OSS 開発

チームと記載する．本研究では，Repositoryを開発チームとして捉え，OSS開発チームの

実態を探ることとした．一般的に，OSS開発の利用者，開発者，愛好者らの集団を OSS開

発コミュニティと呼ぶが，本研究では，計量の単位を Repositoryとした．そのため，計量の

単位として OSS開発プロジェクト，OSS開発チームと記載している場合には，Repository

単位での活動や集団を指す．

次に，チームの分析対象期間について検討した．Logデータには，開発開始からデータ

取得時点までの全ての情報が記録されている．OSS 開発チームへの自由な参加や離脱は，

OSS開発チーム特有の特徴であり，OSS開発チームの活動実態を探るためには特定の期間

を定めずに全ての期間を対象とするのが望ましいと考えた．そこで，OSS開発チームの対

象期間は，開発開始時点からデータ取得時点までと設定した．

本研究では，本項で定めた範囲と期間を OSS開発チームとして，Logデータを用いて，

チームの実態に関する詳細な分析を行う．さらに，この分析結果を基に，開発チームの状

態の指標化を試みる．これらの分析を通して，OSS開発チームにおけるリーダとメンバの

関係について探ることとした．
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2.7 結言

本節では，これまでに挙げた関連研究の課題を踏まえて，本研究のテーマを示す．

ソフトウェア開発チームは，チーム形態の違いから，職業としての開発チームと，趣味

の開発チームの 2 つに大別できる．本研究では，それぞれの代表的な開発チームとして，

企業における開発チームと OSS開発チームを研究対象とし，次の 3つを研究テーマとして

設定した．

• 研究テーマ 1: 企業の開発チームにおけるチーム状態を計測する質問紙分析手法を探る

• 研究テーマ 2: OSS開発チームにおけるメンバと開発量の関係を探る

• 研究テーマ 3: OSS開発チームにおけるチームの状態の指標化を試行する

研究テーマ 1の「企業の開発チームにおけるチーム状態を計測する質問紙分析手法を探

る」では，開発チームのリーダが自身のチームの状態を知ることができるツールとして，松

尾谷の研究 [10]が示した手法を基に検証と探索を行う．

チームの状態を計測できるツールがあれば，リーダは，チームの問題をタイムリーに改

善したり，次の開発チームの運営に活かしたりすることができるようになる．研究テーマ

1では，高い判別分析結果を示した松尾谷の研究 [10]における企業の開発チームのリーダ

を対象に実施した質問紙調査データを用い，不足している判別分析の検証を行う．また，

リーダが使うツールは簡便であることが望ましいため，複数の統計分析手法を用いて比較

し，最適な分析方法を探索する．

研究テーマ 2の「OSS開発チームにおけるメンバと開発量の関係を探る」では，OSS開

発集団をチームと捉え，チームとしてどのように開発を行っているのか，明らかになって

いない OSS開発チームの開発実態をメンバと開発量の関係から分析する．研究テーマ 2で

は，活性化している OSS開発プロジェクトの条件を定め，膨大な OSS開発プロジェクト

の中から分析対象とする開発チームを抽出する．OSS開発チームは Repository単位と定め，

開発開始時点からデータ取得日までを分析対象期間として Logデータを取得し，分析対象
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とする．分析対象の開発チーム単位で取得した Logデータから，成果物の著作者の詳細分

析を行い，OSS開発の実態を明らかにする．

研究テーマ 3の「OSS開発チームにおけるチームの状態の指標化を試行する」では，研

究テーマ 2 の結果を踏まえて，OSS 開発チームの状態を測定する手法として，活動状況

の指標化を試みる．研究テーマ 3では，研究テーマ 2で分析対象とした開発チームの Log

データを用いる．研究テーマ 2で明らかにした OSS開発チームの活動実態を基に，OSS開

発チーム構成員の活動量の分布の偏りから，OSS開発チームの状態をジニ係数とローレン

ツ曲線を用いて指標化できるかを検証する．

これらの研究テーマの関連を Fig. 2.3に示す．

Fig. 2.3: Relevance of Each Study Subject

本研究は，ソフトウェア開発チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにすることを

目的に，活性化しているチームの分析を行う．先行研究の調査より，開発チームにおける

リーダとメンバの関係に焦点を当てることとした．Fig. 2.3で示した通り，ソフトウェア開

発チームは，職業としての開発チームと，趣味の開発チーム 2つに分類し，それぞれを対
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象として研究を行う．職業としての開発チームとしては，企業の開発チームを対象とする．

趣味の開発チームとしては，OSS開発チームを対象とする．企業の開発チームに対しては，

開発チームの状態を計測する質問紙分析手法に関する研究を行う．これを研究テーマ 1と

する．OSS開発チームに対しては，開発チームの実態が明らかになっていないため，まず，

開発チームにおけるメンバと開発量の関係に関する研究を行う．これを研究テーマ 2とす

る．研究テーマ 2で明らかとなった開発チームの実態を基に，OSS開発チームの状態の指

標化に関する研究を行う．これを研究テーマ 3とする．最後に，3つの研究テーマの結果

を基に，ソフトウェア開発チームにおけるリーダとメンバの関係について考察する．
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第3章 企業の開発チームにおけるチームの状
態を計測する質問紙分析手法に関する
研究

3.1 緒言

本章では，企業の開発チームのリーダが，自身のチームの状態を知ることができるツー

ルの検証と最適な分析手法を探索する．チームの状態を測定できるツールがあれば，リー

ダは，チームの問題をタイムリーに改善したり，次の開発チームの運営に活かしたりする

ことができるようになる．そこで，プロジェクトの成否判別に関して高い判別分析結果を

示した松尾谷の研究 [10]における企業の開発チームのリーダを対象に実施した質問紙調査

データを用い，この研究において不足している判別分析の検証を行う．また，企業の開発

チームのリーダが使うツールとしては，調査および分析手法は簡便であることが望ましい．

そこで，複数の統計分析手法を用いて比較し，最適な分析方法を探る．
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3.2 開発チームの特性のモデル化

ソフトウェア開発の生産性や品質を目的変数とし，生産性や品質に対して影響を及ぼす

要因を説明変数としてモデル化する研究がある．モデル化研究においては，ソフトウェア

の QCDの関係をソフトウェア開発の見積もり式としてまとめた COCOMOが知られてい

る [45,48,49,102]．ソフトウェアの生産性に影響を及ぼす要因群として，開発に用いるツー

ルや技法といった技術的な特性と，これらの技術を使う人的資源である開発チームメンバ

の特性が考えられる．技術的な特性としては，セキュリティの要求レベル，メモリ制約，デ

バッグ環境の有無などがある．人的資源の特性としては，メンバのチームとしての経験，モ

チベーションなどが考えられる．人的資源の特性は，ソフトウェア開発に大きな影響力が

あるにも関わらず，技術的な特性と比べ，属人的であり，客観的な計量化が難しいという

課題がある．

人的資源の特性のモデル化に関しては，人的資源の特性の計測をするために選定した質

問項目と，モデルとして用いる分析手法との組み合わせにより，さまざまな研究が行われ

ている [10, 29, 64]．松尾谷の研究 [10] では，質問紙調査結果に対して主成分分析を行い，

抽出した主成分を用いてプロジェクトの成否を判別するモデルを示した．企業の開発チー

ムのリーダが実務の中で利用できるツールとしては，統計処理で主成分を抽出することな

く，調査結果そのものを用いて判別することができるモデルが良いと考えた．そこで，調

査結果そのものに対して機械学習の枠組みを用いたモデルを試行することとした．本章で

は，松尾谷の研究 [10]で計測されたデータを用いて，機械学習の枠組みを用いたモデルを

試行し，松尾谷の研究で用いられた主成分を用いた統計モデル [10]との比較および検証を

行う．開発チームメンバのコミュニケーションの程度や仲間意識など人的資源の特性に焦

点を当て，物理的な計量が困難である開発チームの特性について，質問紙を用いて計測し

たデータを説明変数とし，プロジェクトの結果を目的変数として，その関係をモデル化す

る最適な手法を探る．
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3.3 質問紙と調査データの概要

本節では，本章で用いた質問紙と調査データの概要について述べる．松尾谷の研究 [10]

では，まず，20件のプロジェクト群に対して質問紙調査を実施した．その後，質問紙の評

価を行い，質問紙を改良し，改良した質問紙で 55件のプロジェクト群に対して質問紙調査

を実施している．本章では，これら 2つの調査データを用いて分析を行う．ここでは，プ

レ調査として実施した 20件のプロジェクト群に対する調査データを調査データ A，本調査

として実施した 55件のプロジェクト群に対する調査データを調査データ Bと表す．

本節では，まず，3.3.1項で，松尾谷の研究 [10]を基に，質問紙の作成過程についてまと

める．次に，3.3.2項にて，質問紙の構成を示す．最後に，3.3.3項で，調査データの概要に

ついて述べる．

3.3.1 質問紙の作成過程

先行研究 [10]では，チーム活性化 1 の計測方法として，心理尺度の手法を用いてチーム

活性化の要素を尺度化した．心理尺度の作成手法として用いた質問紙法では，計測対象を

構造的に捉え，下位尺度と呼ばれる要素に分解し，下位尺度毎に質問項目を作成して計測

を行う [103,104]．プロジェクト・マネジメントにおける先行研究では，メンバのモチベー

ションを「職務満足感」，「仕事意欲」，「精神健康・ストレス反応」の 3 つの下位尺度に

分けて質問紙を作成して調査を実施し，下位尺度毎に主成分を抽出して尺度化を行ってい

る [19, 20, 27]．本章で用いた質問紙は，この質問紙法を用いて作成されている．

先行研究 [10]では，次の手順でチーム活性化の要素の尺度化と評価を実施している．

• ステップ 1：チーム活性化の構成モデル 2 を作成し，下位尺度を想定する

• ステップ 2：下位尺度に対して質問項目を開発し，質問紙 Aを完成させる

• ステップ 3：質問紙 Aを用いて調査を実施する

• ステップ 4：質問紙 Aの回答結果から，下位尺度毎に主成分分析を行い，チーム活性

化要素をさらに複数の因子によって表す

1先行研究 [10]では，「現場力」と表現している．
2統計的に確認された下位尺度群は「構成概念」と呼ばれる．先行研究 [10]では，統計的に確認された構成

概念と作業用の構成概念を区別するため，作業用の構成概念を構成モデルと呼んでいる．
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• ステップ 5：正規化 (平均 0，分散 1)した複数の因子から，プロジェクト成否を導く

判別分析を行う

• ステップ 6：分析を通して，下位尺度と質問紙 Aの評価を行い，質問紙を改善する

• ステップ 7：改良した質問紙 Bを用いて調査を実施する

上記の手順のステップ 3で実施した調査が調査データ Aであり，ステップ 7で実施した

調査が調査データ Bである．

3.3.2 質問紙の構成

両調査で用いた質問紙について説明する．調査データ Aで用いた質問紙 Aは，顧客との

関係性 (Relationship with Customers)，仲間意識 (Collegiality Consciousness)，役割意識 (Role

Consciousness)，規範意識 (Norm Consciousness)，の 4つの構成概念，合計 20項目から構

成される．4つの構成概念の意味を次に示す [10]．

仲間意識 ：チームメンバは目的を共有し，目的に向かって行動しているか

役割意識 ：チームの中で自分の役割を認識し行動したか，あるいは，他者は自分の役割を

認識し行動しているか

規範意識 ：チームで共有しているチーム文化があるかどうか，また，その文化を受容して

いるか

顧客との関係性 ：顧客による指示の強さ，顧客との利害関係はどうか

質問紙 Aの構成を Table 3.1に示す．プロジェクトの時期に関する質問項目以外の選択

肢は，「1：強い否定，2：否定，3：肯定，4：強い肯定」の 4件法である．
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Table 3.1: Questionnaire Composition: Case A (n=20)

Categories of Question Items Number of Question Items

Constituent Concepts

Relationship with Customers 7
Collegiality Consciousness 5
Role Consciousness 5
Norm Consciousness 3

Attribute Information
Timing of the Project 1
Result of the Project 1
Total 22

調査データ Bで用いた質問紙 Bは，調査データ Aの結果を基に改善された質問紙であり，

仲間意識，役割意識，規範意識，成果意識 (Outcome Consciousness)，環境意識 (Environmental

Consciousness)の 5つの構成概念，合計 24項目から構成される．5つの構成概念の意味を

次に示す [10]．仲間意識，役割意識，規範意識については，調査データ Aで用いた質問紙 A

と同じだが，顧客との関係性については，環境意識と成果意識へと構造が見直されている．

仲間意識 ：チームメンバは目的を共有し，目的に向かって行動しているか

役割意識 ：チームの中で自分の役割を認識し行動したか，あるいは，他者は自分の役割を

認識し行動しているか

規範意識 ：チームで共有しているチーム文化があるかどうか，また，その文化を受容して

いるか

環境意識 ：チームが外部から受ける影響はどうか

成果意識 ：メンバのスキルやパフォーマンスはどうか

質問紙 Bの構成を Table 3.2に示す．プロジェクトの時期，役割，規模に関する質問項目

以外の選択肢は，「1：否定，2：どちらかと言えば否定，3：判断できない，4：どちらかと

言えば肯定，5：肯定」の 5件法である．
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Table 3.2: Questionnaire Composition: Case B (n=55)

Categories of Question Items Number of Question Items

Constituent Concepts

Collegiality Consciousness 4
Role Consciousness 7
Norm Consciousness 5
Outcome Consciousness 4
Environmental Consciousness 4

Attribute Information

Timing of the Project 1
Result of the Project 1
Personal Role in the Project 1
Project Size 1
Total 28

両質問紙ともに，回答者の負担軽減のため A4用紙両面 1枚にまとめ，回答は匿名で記

入する方式となっている．いずれの質問紙にも，「そのプロジェクトは成功しましたか」と

いうプロジェクトの成否 (Result of the Project)を問う質問が含まれている．

3.3.3 調査データの概要

まず，調査データ A のデータ群について説明する．調査データ A は，プロジェクトマ

ネジメント系の研究会メンバで実務経験のある人を対象に実施された．各自が経験したプ

ロジェクトに関する状況メモを作成し，そのチーム状況について詳しい発表を行った上で，

質問紙調査が実施されている．調査対象は数社であり，収集されたプロジェクト数は，20

プロジェクトであった．各プロジェクトに関する正確な規模データは収集されていないが，

中規模以上のプロジェクトであったと報告されている．

次に，調査データ Bのデータ群について説明する．調査データ Bは，特定非営利活動法

人日本プロジェクトマネジメント協会が主催する PMシンポジウム 2013に集まったプロ

ジェクトマネジャーを対象に実施された．調査対象は，すべて異なるプロジェクトであっ

た．この調査により収集されたプロジェクト数は，55プロジェクトであった．

本章では，調査データ Aと調査データ Bを用い，目的変数をプロジェクトの結果に対す

る見解 (調査データ Aでは 4段階，調査データ Bでは 5段階)とし，説明変数の分類数を

変えて比較する．
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3.4 判別分析によるモデル評価

本章では，目的変数を説明するモデルとして判別式を用いた．本節では，判別式の作成

方法とその評価方法についての概要と選択した方法について説明する．

3.4.1 判別分析

判別分析とは，対象とする個体の特性から，その個体がどの群に属するかを分類する手

法である．一般的には，属する群が既に分かっているデータに基づいて判別式を作成し，ま

だ属する群が分からない個体の群を分類する．判別分析のモデルはいくつかあり，どの分

析方法が優れているのかは対象によって変化する．そのため，対象とするデータを用いて

実際にモデルを作り，評価を行って，どの判別分析モデルをどのように用いるかを選択す

ることになる．代表的な判別分析の手法には，統計的な手法と機械学習の手法がある．次

に，各々の代表的な手法について示す．

(A)統計的な手法

代表的な統計的な手法としては，「線形判別分析」，「二次判別分析」，「正準判別分析」，「決

定木」などがある．線形判別分析は，各群が正規分布していること，等分散であることが

制約条件となっている．一般的には，属する群が分かっているデータに基づいてマハラノ

ビス距離を計算し，対象データに対して計算したマハラノビス距離が最小となるように一

次関数の直線を引き 2群に分類する．各群が等分散でない場合には，二次判別分析を用い

るのが良いとされている．二次判別分析では，各群で異なる共分散行列を用いてマハラノ

ビス距離を計算し，マハラノビス距離が最小となるように二次関数の曲線を引き 2群に分

類する．線形判別分析と二次判別分析の目的変数は 2群であるが，目的変数が 3群以上と

なる多群に分類する場合には，正準判別分析を用いる．正準判別分析では，複数の判別式

を作成して目的変数で指定した群に分類する．多数の変数の中から共通の因子を集約する

主成分分析に近い考え方で，多変量の次元を集約し，判別を行う．決定木は，樹木状の階

層構造を用いて対象データを分類していくモデルである．変数ごとに領域を分割し，2分

木に枝分かれさせて分類していく．

判別分析では，目的変数や説明変数として利用可能なデータの種類を量的変数に制約し

ているモデルがあるが，ダミー変数を用いたり，数量化したりすることで質的変数でも対

応することができる．
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本章では，目的変数が 3群以上であることから，比較する先行研究 [10]でも用いられて

いた正準判別分析を用いることとした．

(B)機械学習の手法

統計的な手法として代表的な手法として，「教師あり学習データを用いる手法」，「教師なし

学習データを用いる手法」がある．機械学習では，既知の特徴を持つサンプルデータを教師

データ (Training Data)として入力し，入力されたデータから有用な規則や判断基準などを

抽出し，アルゴリズムを強化していく．そのアルゴリズムを用いてテストデータと呼ばれ

る未知のデータの分類を行う．テストデータの分類は，分類の分かっている教師データを基

に，データの属性値に基づいて実施する．この手法を，教師あり学習 (Supervised learning)

と呼ぶ．一方，教師なし学習 (Unsupervised learning)は，その名の通り分類が分かっていな

いデータを基に行う学習で，たとえば，クラスター分析がこれにあたる．

本章の研究では，分析データに含まれるプロジェクトの成果に対する見解を目的変数と

して判別を行うため，目的変数の分類は既に分かっているデータである．本章では，機械

学習として，教師あり学習データを用いて質問項目の回答データを集約せずに用いて分析

を行う．

3.4.2 モデルの評価方法

モデルの評価方法としては，教師データから作成したモデルを使って，元のデータに対

する判別結果の判別率を用いる方法が考えられる．この方法だと，モデルの説明変数の数

が多くなれば，当該データに対する情報が増えるため，判別率は上がる．モデルのロバス

ト性から評価すると，説明変数の数は少ない方が良い．つまり，同じ判別率だった場合に

は，利用した説明変数の数が少ない方がモデルとして良いと判断できる．

さらに，モデルとしての性能を評価するのであれば，学習に用いた教師データにおける

判別率より，当該データの外側，外挿においても判別率を高めることが求められる．その

方法として，交差検証がある．交差検証とは，検証データとしてモデル作成に用いなかっ

たデータに対して検証を行うことである．

本章におけるモデルは，判別率，説明変数の数，交差検証における判別率から評価する．
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3.5 比較モデル

本節では，先行研究 [10]で用いた質問紙調査の調査データを用いて，比較するモデルの

検討を行う．3.3.2項と 3.3.3項で示した調査データ Aと調査データ Bに対して比較を行っ

た各モデルについて，3.5.1項と 3.5.2項に示す．

3.5.1 統計モデル

統計モデルの分析では，質的データを次の 2種類の量的データに変換し，説明変数とし

て正準判別分析を実施する．一つ目は，回答データの構成概念単位で因子分析を実施し，

その結果として抽出された因子の因子得点を用いる．二つ目は，同様に構成概念単位で主

成分分析を実施し，その結果として抽出された主成分の主成分得点を用いる．Table 3.3に，

各調査データにおいて変数として用いる因子数および主成分数を示す．

分析には，R 3.3.0を用いた．因子分析および主成分分析には psychパッケージを用い，

正準判別分析にはMASSパッケージを用いた．

Table 3.3: Independent Variables Used in Each Model

Model Case
Independent Variables

Variable Number of Variables

Statistical Model
A (n=20)

Factorsa 8
Principal Componentsa 8

B (n=55)
Factorsa 8
Principal Componentsa 8

Machine Learning
Model

A (n=20)
Answer values of the question
(Constituent Concept)

20

B (n=55)
Answer values of the question
(Constituent Concept)

24

Answer values of the question
(Constituent Concept
　+ Attribute Information)

27

a Extraction by constituent concept unit.

3.5.2 機械学習モデル

機械学習モデルでは，説明変数として，質的変数である全質問項目の値を用いる．調査

データ Bについては，Table 3.2で示す属性も含めた質問項目でも確認を行う．Table 3.3に，
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各調査データにおいて変数として用いる質問項目数を示す．

本章の分析対象は，両調査データともデータ数が少ないため，教師データとテストデー

タに分割せず，調査データ全てを教師データとして用いて学習を行う．

分析には，R 3.3.0を用い，正準判別分析にはMASSパッケージを用いた．
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3.6 モデルの評価

本節では，教師ありデータにおける検証結果 (ここでは自己検証と呼ぶ)と交差検証の結

果を示す．

3.6.1 自己検証

Table 3.3で示した各モデルに対して行った自己検証の結果を正誤表として示す．

まず，統計モデルにおける自己検証結果の正誤表を，Table 3.4から Table 3.7に示す．次

に，機械学習モデルにおける自己検証結果の正誤表を Table 3.8から Table 3.10に示す．最

後に，Table 3.11において，各モデルにおける判別率を示す．

統計モデルにおける自己検証結果の正誤表3

Table 3.4: Discrimination Result Using Factors: A (n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 100 0 0 0 100
2 0 67 33 0 100
3 0 0 100 0 100

Actual Survey Number
%

4 0 14 14 71 100

Table 3.5: Discrimination Result Using Principal Component Factors: A (n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 100 0 0 0 100
2 0 100 0 0 100
3 0 0 100 0 100

Actual Survey Number
%

4 0 0 14 86 100

3正誤表で示す判別率は，項目ごとに小数点以下第 1位で四捨五入しているため，合計値が 100 %にならな
い場合がある．
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Table 3.6: Discrimination Result Using Factors: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 50 0 0 33 17 100
2 0 0 0 50 50 100
3 0 0 38 50 13 100
4 4 0 17 67 13 100

Actual Survey Number
%

5 0 0 0 27 73 100

Table 3.7: Discrimination Result Using Principal Component Factors: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 67 0 0 33 0 100
2 0 0 0 50 50 100
3 0 0 63 38 0 100
4 4 0 17 75 4 100

Actual Survey Number
%

5 0 0 0 18 82 100

機械学習モデルにおける自己検証結果の正誤表4

Table 3.8: Discrimination Result Using Question Items: A (n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 100 0 0 0 100
2 0 100 0 0 100
3 0 0 100 0 100

Actual Survey Number
%

4 0 0 0 100 100

4正誤表で示す判別率は，項目ごとに小数点以下第 1位で四捨五入しているため，合計値が 100 %にならな
い場合がある．
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Table 3.9: Discrimination Result Using Question Items: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 83 0 0 17 0 100
2 0 50 17 17 17 100
3 0 0 88 13 0 100
4 0 0 8 88 4 100

Actual Survey Number
%

5 0 0 0 0 100 100

Table 3.10: Discrimination Result Using All Question Items: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 100 0 0 0 0 100
2 0 83 0 17 0 100
3 0 0 100 0 0 100
4 4 0 8 83 4 100

Actual Survey Number
%

5 0 0 0 0 100 100

自己検証における判別率

Table 3.11: Discrimination Rate of Each Model

Model Case Independent Variables Correct
Rate
(%)a

Error
Rate
(%)aVariable

Number of
Variables

Statistical
Model

A
(n=20)

Factorsb 8 85.00 15.00
Principal Componentsb 8 95.00 5.00

B
(n=55)

Factorsb 8 54.55 45.45
Principal Componentsb 8 65.45 34.55

Machine
Learning
Model

A
(n=20)

Answer values of the question
(Constituent Concept) 20 100.00 0.00

B
(n=55)

Answer values of the question
(Constituent Concept) 24 85.45 14.55

Answer values of the question
(Constituent Concept
　+ Attribute Information)

27 90.91 9.09

a The discrimination rates are rounded off to two decimal places.
b Extraction by constituent concept unit.
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3.6.2 交差検証

交差検証の手法として，本章では Leave-One-Out-Cross-Validation (LOOCV) を用いた．

LOOCVは，対象となる調査データから 1つのデータを抜き出してテストデータとし，残

りのデータを教師データとする．そして，全ての調査データが 1回ずつテストデータとな

るように検証を繰り返す手法である．そのため，LOOCVは，一個抜き交差検証とも呼ば

れる．LOOCVを選定した理由は，両調査データともデータの数が少ないため，ランダム

に 2分割して交差検証を行った場合には，個別のデータの影響が大きく，組み合わせによ

るばらつきにより，検証結果が安定しないと考えたためである．

Table 3.3で示した各モデルに対して，自己検証の妥当性の検証として行った交差検証の

結果を正誤表として示す．

まず，統計モデルにおける交差検証結果の正誤表を，Table 3.12から Table 3.15に示す．

次に，機械学習モデルにおける交差検証結果の正誤表を Table 3.16から Table 3.18に示す．

最後に，Table 3.19において，各モデルにおける交差検証における判別率を示す．

統計モデルにおける交差検証 (LOOCV)結果の正誤表5

Table 3.12: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Factors: A (n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 0 50 50 0 100
2 0 0 67 33 100
3 13 13 63 13 100

Actual Survey Number
%

4 14 14 29 43 100

5正誤表で示す判別率は，項目ごとに小数点以下第 1位で四捨五入しているため，合計値が 100 %にならな
い場合がある．
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Table 3.13: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Principal Component Factors: A
(n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 0 50 0 50 100
2 0 33 67 0 100
3 13 13 50 25 100

Actual Survey Number
%

4 14 0 29 57 100

Table 3.14: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Factors: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 33 0 0 50 17 100
2 17 0 0 33 50 100
3 0 0 13 75 13 100
4 8 4 21 50 17 100

Actual Survey Number
%

5 9 9 0 55 27 100

Table 3.15: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Principal Component Factors: B
(n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 17 0 0 83 0 100
2 17 0 0 33 50 100
3 0 0 25 63 13 100
4 4 4 21 54 17 100

Actual Survey Number
%

5 0 27 0 18 55 100

44



機械学習モデルにおける交差検証 (LOOCV)結果の正誤表6

Table 3.16: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Question Items: A (n=20)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4

Total

1 0 0 50 50 100
2 33 33 0 33 100
3 13 0 25 63 100

Actual Survey Number
%

4 14 29 29 29 100

Table 3.17: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using Question Items: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 17 17 0 50 17 100
2 17 17 17 33 17 100
3 13 38 0 38 13 100
4 13 8 25 42 13 100

Actual Survey Number
%

5 0 36 0 18 45 100

Table 3.18: Leave-One-Out-Cross-Validation Result Using All Question Items: B (n=55)

Discrimination Number
Result 1 2 3 4 5

Total

1 17 17 0 50 17 100
2 17 0 17 33 33 100
3 0 38 0 50 13 100
4 21 17 25 25 13 100

Actual Survey Number
%

5 0 18 0 18 64 100

6正誤表で示す判別率は，項目ごとに小数点以下第 1位で四捨五入しているため，合計値が 100 %にならな
い場合がある．
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交差検証 (LOOCV)における判別率

Table 3.19: Discrimination Rate in Leave-One-Out-Cross-Validation of Each Model

Model Case Independent Variables Correct
Rate
(%)a

Error
Rate
(%)aVariable

Number of
Variables

Statistical
Model

A
(n=20)

Factorsb 8 40.00 60.00
Principal Componentsb 8 45.00 55.00

B
(n=55)

Factorsb 8 32.73 67.27
Principal Componentsb 8 40.00 60.00

Machine
Learning
Model

A
(n=20)

Answer values of the question
(Constituent Concept) 20 25.00 75.00

B
(n=55)

Answer values of the question
(Constituent Concept) 24 30.91 69.09

Answer values of the question
(Constituent Concept
　+ Attribute Information)

27 25.45 74.55

a The discrimination rates are rounded off to two decimal places.
b Extraction by constituent concept unit.
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3.7 結言

本章では，開発チームのリーダが，自身のチームの状態を知ることができるツールとし

て最適な手法を探索するため，松尾谷の研究 [10]で用いられた質問紙調査データを用い，

複数の分析方法を試行した．分析方法は，統計モデルと機械学習モデルを用いた．統計モ

デルでは，説明変数を少数の因子や主成分に集約して用いた．機械学習モデルでは，説明

変数を集約せずに用いた．その上で，両モデルの判別率を比較した．

質問紙調査の分析手法の簡便さにおいては，分析過程で因子分析や主成分分析などの統

計処理を行う必要がない機械学習モデルは，質問紙調査結果の値そのものを用いて判別が

できるため，統計モデルと比較すると簡便であり，開発チームにおいて利用することがで

きると考える．

続いて，松尾谷の研究 [10]で行われていなかった判別分析の検証を行った．自己検証に

おける機械学習の判別率は，Table 3.11 に示す通り，統計モデルとほぼ同等かそれ以上の

高い判別率であった．一方で，妥当性検証として行った LOOCVによる交差検証において

は，Table 3.19に示す通り，統計モデル，機械学習モデル共に判別率は著しく低下した．こ

れは，用いたデータの範囲外 (外挿)となるデータに対する判別では，判別性能が低下する

ことを示している．つまり，用いたデータにおける目的変数と説明変数の関係は，強い共

通性を持っていないと推測できる．

この傾向は，「プロジェクト結果の見解は，人的属性だけでは決まらない」というモデル

選択以前の問題であることを示している．しかし，影響があることも示しており，その影

響の程度を明らかにすることが，今後の課題である．

本章では，物理的な計量が困難である開発チームの特性について，質問紙調査のコミュ

ニケーションの程度や仲間意識などのデータを説明変数とし，プロジェクトの結果を目的

変数として，その関係のモデル化を試みた．開発チームのリーダが，自身のチームの状態

を知るためのツールとして最適な分析方法は，機械学習モデルであると考えられる．しか

し，実用化するためには，外挿における判別率の向上が求められる．本章で試行した評価

比較により，次の課題は，学習のための教師付きデータの蓄積，用いる変数の数や変数の

加工なども含めた説明変数の改良であることが明らかとなった．
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第4章 OSS開発チームにおけるメンバと開発
量の関係に関する研究

4.1 緒言

OSS開発チームにおけるリーダとメンバの役割を探るためには，その前段階として，OSS

開発チームがどのように開発を行っているのか，その実態を明らかにする必要がある．そ

こで，本章では，メンバと開発量との関係の観点から，OSS開発チームの実態について調

査する．ここで言う OSS 開発チームとは，第 2 章で定義したものである．活性化してい

る OSS開発プロジェクトの条件は，長期に渡って開発が継続していること，成果物である

OSSが評価されていること，参加メンバが多いこと，と定義する．分析対象は，この定義

に従って抽出した OSS開発プロジェクトの開発記録である Logデータである．
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4.2 OSS開発チームの実態調査における分析ステップ

商用ソフトウェア (以下，ES: Enterprise Software)開発では，ソフトウェア・プロダクト

を商品と位置付け，その権利を著作権などによって保護している．ES開発におけるコスト

モデルとはプロダクトの量的な開発効率を意味し，ソフトウェア工学では ES開発におけ

る量的開発効率の改善が重要なテーマである．

一方，OSS開発では，ソフトウェア・プロダクトの使用 (Use)は自由であり，改変や再

頒布などの利用 (Exploit)もオープンソース・ライセンスに従えば自由に行うことができる．

これにより，再利用が積極的に行われ，量的開発効率は OSS開発において重要なテーマで

はないと扱われている．OSS開発においては，コストモデルを OSSコミュニティからサー

ビス提供者を経てサービス利用者に至るモデルと定義し，そのコストを最適化する研究が

行われている [105]．

このように，OSS 開発において量的開発効率は重要視されていないことから，OSS の

量的開発効率に関する研究は見当たらない．しかしながら，ES開発においても OSSの利

用割合は増加傾向の一途にあり，OSS が社会にもたらす影響は無視できない状況にある．

それゆえ，OSS開発における状況を定量的に把握しておくべきである．そこで，本研究で

は，OSS開発におけるメンバと開発量との関係から開発チームの実態を探ることを目的と

した．具体的には，OSS開発においてもメンバと開発量との間に関係が存在すると仮定し，

ES開発におけるべき式を用いたコストモデルを基に分析を行い，OSS開発の特徴分析を

試みた．分析には，言語や対象領域に制限を持たず，かつ実績のあるコストモデルである

Constructive Cost Model (COCOMO) [48,102]を用いた．COCOMOの適用に当たり，ES開

発の工数に相当する概念を OSS開発に適用するため，回帰的に得られたべき式の係数に着

目した計測方法を探った．

コストモデルは，開発結果のデータに対する統計手法である．本章で用いた OSS開発の

データは，GitHub [92]から取得した．統計分析において，分析の精度を高めるためには，

それ相応のデータ数を確保する必要がある．そこで，分析対象として，2012年の 1年間に

GitHubに登録され，データ取得日である 2017年 8月 11日まで継続的に開発が行われてい

る大規模な 50件の OSS開発プロジェクトを抽出した．抽出した 50件の OSS開発プロジェ

クトにおける，成果物を格納している Git Repositoryの総量は 20, 037 MB，Git Repository

に登録を行う手続きである Commitの総数は 226万件，総開発者数は 36, 126名であった．

本章では，次の 3つのステップで分析を行った．
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• ステップ 1：OSS開発においても，COCOMOにおける量的開発効率の関係式，すな

わち工数と成果物の関係を表すモデル式 (工数=a ∗開発規模b+コスト因子)が成り立

つことを確認する

• ステップ 2：COCOMOのモデル式の係数から，OSS開発特有の特性を探る

• ステップ 3：OSS開発特有の特性を生む原因を探る

本章にて得られた各ステップの分析結果の概観を以下に示す．

• ステップ 1の結果：OSS開発においても工数 (Person-Months)に対応する計測方法を

工夫することにより，COCOMOのモデル式が成り立つことが確認できた

• ステップ 2の結果：OSS開発のべき乗係数は 1より小さく，開発規模が増加すると

量的開発効率が上昇することが確認された

• ステップ 3の結果：べき乗係数の差が生じる原因として，(a) OSS開発の特徴である

自由な使用による大規模な流用の影響，(b)貢献度の小さい多数の開発者の影響，の

2つを仮定して分析を行ったが，いずれも OSS開発の量的開発効率への影響は認め

られず，OSS開発特有の特性が大規模な流用や貢献度の小さい多数の開発者の存在

によるものではないことが明らかになった
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4.3 コストモデルと計測方法

本節では，先行研究として，量的開発効率 (以下，開発効率)をべき式で示す COCOMO

のコストモデルについてまとめ，COCOMOのコストモデルを OSS開発に適用するための

方法について示す．

4.3.1 コストモデルの目的と式

ソフトウェア開発の主な資源は人的資源である．人的資源の量 (E:Effort)と成果物の

量 (KLOC:KiloLinesOfCode)の関係を関数 f で表すと，式 (4.1)と考えられる．

E = f(KLOC,α1, α2, . . . , αn) (4.1)

式 (4.1)の α1 から αn は，開発効率に影響を与える因子であり，コスト・ドライバと呼

ばれる．関数 f にべき式を用いて，実際のデータから具体的な因子とその値を推測し，ま

とめたものが COCOMOの研究である．

回帰分析によって得られた係数 α̂i はコスト・ドライバであり，開発規模以外の要因と

して Effortに影響を及ぼしていると考えられる．コスト・ドライバの研究は，コスト・

ドライバを明らかにすることにより，コスト・ドライバ α̂i の中で制御可能なものがあれ

ば，その値を改善する活動により企業や組織レベルの開発効率を向上させることができる

という考えから始まった．COCOMOにおけるコストモデルの研究目的は，開発規模から

工数を見積もるためではなく，包括的な分析により企業や組織レベルで開発効率を高める

コスト・ドライバを発見し，改善することにあった．Boehmが著書のタイトルを「Software

Engineering Economics」と名付けたのも，この目的のためである [102]．

回帰式として一般的なものは線形の重回帰分析である．しかし，線形の回帰式では多様な

ソフトウェア開発の統計データに対して良い結果が得られないことから，Boehmは統計値

を対数に変換して回帰分析を行い，べき式で表現する COCOMOを完成させた．COCOMO

のモデル式を式 (4.2)に示す．

E = ab(KLOC)bb
15∏
k=1

ci (4.2)
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式 (4.2)における ab，bb はアトリビュートと呼ばれる係数である．ci もアトリビュート

であるが，この部分がコスト・ドライバと呼ばれる係数である．COCOMOでは，15個の

コスト・ドライバが抽出されており，次の 4つのアトリビュート群に分類して定義されて

いる．

Product attributes c1～c3：プロダクトに対する特性であり，信頼性，データベース規模，

複雑性の 3つのコスト・ドライバで構成される

Hardware attributes c4～c7：動作環境やハードウェアに対する特性であり，性能，資源制

約に関する 4つのコスト・ドライバで構成される

Personnel attributes c8～c12：人的資源に対する特性であり，スキル，経験に関する 5つの

コスト・ドライバで構成される

Project attributes c13～c15：プロジェクトに対する特性であり，ツール，方法論，スケジュー

ルの 3つのコスト・ドライバで構成される

これら 15個のコスト・ドライバには，Very Lowから Extra Highまでの 6段階の評価レ

ベルが定義されている [106]．それぞれの評価レベル毎に係数の具体的な値が定義されてお

り，その最頻値は，0.9～ 1.4の幅の値に収まっている．Boehmの研究では，TRW社にお

ける 63プロジェクトを対象として回帰分析が行われている．それゆえ，式 (4.2)のアトリ

ビュートやコスト・ドライバの値は TRW社のデータに対する回帰分析の結果であり，絶対

的なものではない．Boehmは，最大のコスト・ドライバとしてチームの能力を挙げている．

Boehmは，その後もさまざまな対象における計測と分析を重ね，その研究成果は COCOMO

IIとして現在に至っている [48]．

日本においても COCOMOの実証研究が行われ，べき式による回帰分析が成立すること，

および，コスト・ドライバは組織や対象分野によって異なることが報告されている [47]．こ

の実証研究では，係数の大きさに差はあるが，人的資源やプロジェクトに対する特性には

共通点が多く観られ，最大のコスト・ドライバはチームの経験や能力であった．

コストモデルの定義と検証は 1980年代に完成したが，産業界においてコストモデルを

単独で利用することは少ない．これは，産業界が求めているものは見積もりであり，コス
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トモデルを見積もり式として用いるには機能や精度が不十分であるためである．プロジェ

クトの見積もりでは，開発規模と人的資源の関係だけで開発量や納期が決まることはなく，

さまざまな状況を加味する必要がある．そもそも，プロジェクトの計画段階では，開発規

模の見積もりすら困難な課題である．そのため，見積もりには，経験的なアプローチが主

に使われている [107]．本章の目的は OSS開発プロジェクトの見積もりではなく，OSS開

発における開発規模と人的資源の包括的な関係から，OSS開発におけるコスト特性につい

て調べることである．

4.3.2 COCOMOにおける分析方法

COCOMOのモデル式を使って分析するためには，開発規模 (KLOC)，工数 (Effort)，

15個のコスト・ドライバの評価レベルのデータが必要である．コスト・ドライバの評価レ

ベルは，コスト・ドライバのアトリビュート毎に設定され，それぞれ 4～ 6段階から選択

する [106]．たとえば，開発チームにおける未経験者の割合であれば，平均的な割合を基に

増減を評定する．開発規模は，用いる言語によって定義が異なるが，COCOMOは包括的

な分析であり，詳細な規定を守ることを求めていない．

分析では，COCOMOのモデル式 (4.2)を次のように変換した．まず，式 (4.2)の両辺を

対数として変形させ，式 (4.3)とする．

log(E) = bb ∗ log(KLOC) + log(ab) +
15∑
k=1

log(ci) (4.3)

次に，式 (4.3)において，log(E)を Y，log(KLOC)を X，log(ab)を A，log(ci)を Ci

とすれば，式 (4.4)となる．式 (4.4)は，データを対数変換すれば，線形回帰式として分析

に用いることができる．

Y = bbX +A+

15∑
k=1

Ci (4.4)

4.3.3 OSSにおける計測と分析方法

本章では，OSS開発におけるコスト・ドライバを求めることを目的としていない．よっ

て，Ciについては計測を行わない．式 (4.4)では，
∑

Ciを誤差 eと考える．しかし，回帰
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分析においては，誤差 eは結果的に Aに含まれるため，Ae = A+ eとして eを消去し，式

(4.5)とする．これにより，Aと Ae は区別しない．

Y = bbX +Ae (4.5)

OSS開発では，ES開発における労務管理そのものが存在しないため，開発に費やした

時間の記録は存在しない．それゆえ，OSS開発においては，ES開発で一般的に用いられ

ている工数 (Person-Months)を単位として Effortを計測することは難しい．分析を行うた

めには，Effortを表す単位を定義する必要がある．そこで，OSS開発に参加し，何らか

の著作物を開発ライブラリ (本研究では Git)に著作者として Commitした人を計測対象と

し，開発期間を 1ヶ月単位で区切り，その区間内で 1回以上の Commit記録があれば，1単

位として定義した．Person-Monthsと区別するため，ここでは Effort Person-Months (以降，

図表中では Effort-Monthsまたは EMと記載する)と呼ぶ．Commit者ではなく著作者とし

たのは，OSS開発にはレビューを行って Commitする活動が存在するため，この活動によ

るレビュワーとしての Commitと区別するためである．

Effortの単位を Person-Monthsではなく Effort Person-Monthsと定義したため，計測単

位が異なることから，ES開発と OSS開発のコストモデルの係数を直接比較することはで

きない．また，Effort Person-Monthsは労働時間ではないため，Person-Monthsに換算する

ことも難しい．計測単位は異なるが，OSS開発を表すコストモデルの包括的な分析には影

響が少ないと考えた．計測単位が異なることによるコストモデルへの影響の有無は，統計

分析における検証により確認する．
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4.4 OSS開発プロジェクトの選定

本節では，OSS開発の分析対象とした 50件の OSS開発プロジェクトの選定方法と選定

した OSS開発プロジェクトの概要を示す．

4.4.1 OSS開発プラットフォームの選定

OSS開発のコストモデルを分析するには，まとまった量の OSS開発データを入手する必

要がある．分析データの入手対象としては，バージョン管理システムを使用したWeb共有

サービスである GitHubや Bitbucket [93]などが考えられる．さまざまなプラットフォーム

の中でも，GitHubは最も勢いを増している [94]．そこで，本章では GitHub上で公開され

ている OSS開発プロジェクトのデータを用いた．

4.4.2 GitHubにおける分析対象の選定

GitHubは，バージョン管理システムである Gitを用いている．Gitの履歴には，プロジェ

クトの成果物を集めたリリースリポジトリに登録を行う手続きである Commitと共にメン

バの活動が記録されている．1つの Commit記録には，追加や修正された対象のファイル，

追加行数，削除行数の情報，メンバ名およびタイムスタンプが残されている．GitHubには

膨大な OSS開発プロジェクトが存在するため，プロジェクトを選定する必要がある．本章

では，次の手順でサンプルプロジェクトの選定を行った．

まず，GitHubの Advanced Search機能を用いて，次の手順で 342件のサンプルプロジェ

クト候補を抽出した．

(1) 長期的なデータを収集するため，GitHubが始まった初期の 2012年に登録された OSS

開発プロジェクトで，2017年まで継続しているものを抽出

(2) 大規模 OSS開発プロジェクトとして，Repositoryサイズが 15 MB以上のものを抽出

(3) 大規模 OSS開発プロジェクトとして，開発者が自身の開発環境に複製を行い，開発

作業を行う Fork数が 200以上のものを抽出

(4) OSS開発ではプロダクト自身に価値があるものとし，OSSの利用者が評価する Star

数が 1, 000以上のものを抽出
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次に，OSS開発プロジェクトの著者数が少ないと偏りが生じることから，人的資源が投

入されている OSS開発プロジェクトとして Contributor数，Commit数に着目した．342件

のサンプルプロジェクト候補における Contributor数と Commit数を取得し，各値共に第 2

四分位 (中央値)以上に属す 53件の OSS開発プロジェクトを抽出した．平均値ではなく，

第 2四分位を用いて分類したのは，いずれの値も偏りが大きかったためである．以上の条

件を満たす 53件の OSS開発プロジェクトの中で，欠損値のある OSS開発プロジェクト 3

件を除外し，50件のサンプルプロジェクトを選定した．

選択した 50件のサンプルプロジェクトを Table 4.1に示す．Table 4.1は，データ取得日

である 2017年 8月 11日時点の数値である．Table 4.1の Contributorsは OSS開発プロジェ

クトに関わっている人数を表し，Commitsはリリースリポジトリへの追加変更回数を表す．

Starsは OSS開発プロジェクトの特性ではなく，当該 OSSに対する利用者からの評価を表

している．選定したデータに含まれる OSS開発プロジェクト単位で集計した著作者数の合

計は約 40万人，リリース件数は約 226万件であり，統計分析には十分な量であると考える．
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Table 4.1: Selected 50 OSS Development Projects (as of 2017/08/11)

No. Projects
Contributors

(number)
Commits
(number)

Stars
(number)

1 ansible 3,120 25,886 587
2 atom 25,114 32,636 2,948
3 bokeh 39,606 32,962 369
4 bolt 6,368 16,327 248
5 cloudfoundry/bosh 3,400 22,325 233
6 canjs 1,294 15,287 236
7 CleverRaven/Cataclysm-DDA 1,521 9,032 154
8 llvm-mirror/clang 1,480 51,448 549
9 collectd 1,411 69,033 400

10 conda 1,678 9,438 299
11 contiki-os/contiki 1,465 10,540 136
12 owncloud/core 2,463 12,314 159
13 crystal-lang/crystal 5,471 35,529 433
14 darktable-org/darktable 8,899 9,856 234
15 DefinitelyTyped 1,353 19,829 209
16 django 12,006 34,561 4,487
17 druid-io/druid 27,878 24,790 1,461
18 PX4/Firmware 5,356 8,063 194
19 guardian/frontend 1,272 23,341 240
20 gratipay/gratipay.com 3,627 75,145 152
21 HabitRPG/habitica 1,090 11,472 147
22 hazelcast 5,177 15,810 351
23 caskroom/homebrew-cask 2,198 24,154 143
24 JetBrains/kotlin 11,479 65,105 3,751
25 libgdx 17,128 41,059 177
26 raspberrypi/linux 12,285 13,000 396
27 llvm-mirror/llvm 3,926 639,762 7,233
28 lodash 2,212 153,788 468
29 meteor 25,915 7,858 238
30 mpv-player/mpv 38,136 19,386 354
31 neo4j 6,167 45,344 219
32 getnikola/nikola 4,116 49,210 146
33 NixOS/nixpkgs 1,269 8,730 161
34 opencv 1,841 114,295 1,323
35 openlayers 17,864 21,998 766
36 phpmyadmin 2,849 21,524 188
37 hrydgard/ppsspp 2,478 110,816 776
38 PrestaShop 3,071 22,641 206
39 prestodb/presto 2,580 43,436 409
40 qemu 6,409 11,413 192
41 radare/radare2 1,321 55,398 747
42 ReactiveCocoa 5,259 15,829 394
43 rethinkdb 17,745 8,409 193
44 RIOT-OS/RIOT 19,681 33,307 135
45 servo 1,377 14,976 151
46 spring-projects/spring-boot 9,954 28,551 778
47 videolan/vlc 15,499 13,107 373
48 w3c/web-platform-tests 3,073 71,870 454
49 yiisoft/yii2 1,180 25,795 747
50 yii2 10,702 16,926 782

Total 408,763 2,263,311 36,126
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4.5 COCOMOのモデル式の成立確認およびOSS開発の特性の調査

本節では，ステップ 1： COCOMOのモデル式の成立確認，およびステップ 2 : OSS開

発の特性調査に対する分析方法とその結果について示す．

4.5.1 分析データの整形

OSS開発プロジェクトの特徴は 2つある．ひとつは開発手法として継続的インテグレー

ション (CI: Continuous Integration)が用いられており，頻繁にリリースが行われていること

である．もうひとつは，ES開発のような有期限のプロジェクトとは異なり，利用者の評価

があれば何年も開発が継続されることである．選定した 50件の OSS開発プロジェクトは

すべて CI であり，かつ，長期間に渡って開発が継続されていたため，OSS 開発プロジェ

クトの特性から期間を区切ることができなかった．そのため，分析データの期間を定義す

る必要が生じた．それぞれのプロジェクト開始時点から 12ヶ月単位で期間を区切り，1年

を単位として分析データを整形した．この処理により 370件の KLOC と Effortから成

る分析データを得た．分析データの対数表示による度数分布を Fig. 4.1に示す．分析用の

データは，Fig. 4.1の度数分布図で示すように，対数正規分布とみなすことができる．デー

タ数は 370件であり，回帰分析を行う条件を満たしていると考える．
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Fig. 4.1: Histogram of Sample Data

4.5.2 回帰分析と評価

年間データとして整形した 370件のデータを log変換し，単回帰分析を行った．単回帰

分析の結果として得られた回帰線と 370 件のデータのグラフおよび Q-Q プロットを Fig.

4.2に，回帰分析のサマリを Table 4.2に示す．

Fig. 4.2: Regression Line and Q-Q plot
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Table 4.2: Correlation Analysis Result of 370 Data

Estimate Std.Error t value Pr(> |t|) Signif.codes a

(Intercept) 1.24 0.0937 13.3 2.0E-16 ***
Lines 0.416 0.0378 10.9 2.0E-16 ***

Residual standard error: 0.418 on 368 degrees of freedom
Multiple R-squared: 0.243, Adjusted R-squared: 0.241

a ***:0.1% Significance

この結果から，式 (4.5)に係数の値を与え，式 (4.6)とした．

Y = 0.416X + 1.24 (4.6)

式 (4.6)を，COCOMOのべき式に変換し，式 (4.7)とした．

E = 101.24(KLOC)0.416 = 17.3(KLOC)0.416 (4.7)

COCOMOのべき式による回帰分析を OSS開発に対して行うため，Effortの計測単位

として COCOMOの定義とは異なる Effort Person-Monthsを用いた．この定義が回帰分析

に影響を与えていないことを確認する．

分析に用いた Effortの単位が非線形であったとしても，分析対象の両対数データにお

いて統計的な偏りがなければ，回帰分析への影響は少ないと考える．回帰分析が成り立っ

ているかは，対数変換後のデータにおいて正規分布になっているかを確認すれば良い．Fig.

4.1に示した通り，対数変換後の分布は対数正規分布と見なせる．さらに，この分布が正規

分布に近いことを確認するため Q-Qプロットを用いて確認し，Fig. 4.2で示した通り，ほ

ぼ直線であることが確認できた．この結果から，計測単位として Effort Person-Months を

用いることによる悪影響は生じていないと考える．

以上の結果から，ステップ 1の結果として，選択した GitHubの 50件の OSS開発プロ

ジェクトから得られた 370件の年間データに対して，COCOMOのべき式が回帰式に従っ

ていると考える．
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4.5.3 COCOMOのモデル式における係数の比較

次に，ステップ 2の COCOMOのモデル式における係数の比較について考える．式 (4.2)

の abは，COCOMOでは Person-Months (人月)であり，OSS開発では独自に定義した Effort

Person-Monthsである．Effortの計測単位が異なるため，比較することはできない．一方，

bb は，Effortの単位の影響を受けないので比較が可能である．COCOMOでは bb の値は

1.05から 1.20であり，開発規模が増加すると指数的に Effortが増加し，開発効率が低下

する．OSS開発に対する回帰分析では，Table 4.2.より bb の値は 0.416であり，開発規模

が増えると開発効率が向上することを示している．

4.5.4 COCOMOのモデル式の成立確認および OSS開発特有の特性の調査結果の
まとめ

選択した 50件の OSS開発プロジェクトのデータに対して回帰分析により COCOMOの

べき式を求め，係数を評価したのでステップ 1： COCOMOのモデル式の成立確認，およ

びステップ 2 : OSS開発特有の特性調査の結果をまとめる．

• ステップ 1: COCOMOのモデル式が成立することを統計的な手法を用いて確認する

ことができた

• ステップ 2: COCOMOのモデル式のべき乗係数は，OSS開発の分析によって得られ

た値と大差があった．COCOMOでは開発規模の増加に反比例して開発効率は低下す

るが，OSS開発では開発規模の増加に伴い開発効率が向上していることを示した

4.6節では，OSS開発のべき乗係数が COCOMOと比較して小さい値となる現象をステッ

プ 3 : OSS開発特有の特性を生む原因の調査として，その原因について分析する．
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4.6 OSS開発の特徴分析

本節では，OSS開発の開発効率を特徴づけるべき乗係数の値について分析を行う．

4.6.1 べき乗係数の意味と OSS開発の特性

量的生産を行う産業においては，一般的に規模を拡大すると量産効果と習熟効果により

生産効率が向上する．ソフトウェア開発においては，一般的な産業と異なり，べき乗係数

は 1より大きく，開発規模の拡大が開発効率を低下させることが知られている．開発効率

を低下させる原因として，ソフトウェア・プロジェクトの大型化によるリスクの拡大やコ

ミュニケーション・ロスなどが挙げられている [108]．GitHubにおける OSS開発の分析結

果では，べき乗係数は 0.416であり，開発規模の拡大により開発効率が向上していること

が示された．この特徴が，計測上の違いから生じているのか，OSS開発の特性から生じて

いるのかについて調査する．

OSS開発の特性に影響を与える要因として，第一にオープンソース・ライセンスの利用

で許容されている流用が考えられる．流用による開発規模あたりのコストと，開発による

開発規模あたりのコストは異なるため，流用の状況について調べる必要がある．膨大な数

の Commitにおいて，流用が想定される通常の開発や保守とは異なる Commitを識別する

方法を探るため，次の手順で分析を行った．

• 手順 1：著作者別の開発量の偏りを調査

• 手順 2：貢献の大きな著作者の活動を時系列で調査

• 手順 3：流用が想定される特異な Commitを識別する閾値を仮定

• 手順 4：特異値を除いたコストモデルを作成し評価

4.6.2 著作者別の開発量の偏り

OSS開発プロジェクトは，開放されたコミュニティであり，自由に参加することができ

る．OSS開発では，コミュニティへの参加を推進するため，誤字修正など軽度の活動から

貢献することを奨励しており，これにより多くの著作者が存在する．コミュニティの成果

物への Commitは，主催者側のレビューなどの評価を経る必要があり，自由に行えるもの
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ではない．OSS 開発では，誤記修正など開発量の少ない入門者的な著作者のものを含め，

膨大な数の Commitが存在している．そこで，まず，開発量における著作者の分布特性に

ついて調査した．

特性を調査するため，1ヶ月を期間として，月単位で著作者別に Commit数を集計し，追

加した開発規模をキーとして降順に並べた順位データを各プロジェクト単位で作成した．

Table 4.1の 2番目に示した ”atom”プロジェクト [109]を例に挙げると，448名の著作者が

2,029,562行の追加を 29,500回の Commitで登録している．atomプロジェクトを例として，

順位データから求めた開発全期間を通した著作者の月別の追加行数の度数分布を Fig. 4.3

に示す．

Fig. 4.3: Histogram of Lines in the atom Project by log10

Fig. 4.4は，atomプロジェクトにおける著作者毎の開発規模の順位を 2つの異なる表示

で示している．上段の Ranking chartは，縦軸に著作者ごとの追加開発行数を月別開発量と

して示し，横軸は開発量の順位を降順に示している．下段の Ranking chart by log10は，上

段の Ranking chartを両軸とも常用対数 (log10)に変換して示したものである．順位データ

である Fig. 4.4に示す通り，非常に偏った分布であること，および，両対数において直線

になることから，べき分布であると推測できる．
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Fig. 4.4: Ranking of Additional Lines in the atom Project

対象とした 50 件の OSS 開発プロジェクトにおいて，atom プロジェクトと同様に順位

データを作成した結果，同様のべき分布が観測された．べき分布は，平均値や分散などで

特性を表現できないことが知られている．ここでは，各 OSS開発プロジェクトのべき分布

の特徴を表すため，各 OSS開発プロジェクトにおける全開発規模の 80 %，90 %，95 %の

規模を登録した著作者数の割合を求めた．その分布を箱ひげ図として Fig. 4.5に示す．
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Fig. 4.5: Development Ratio for Deliverables in All Projects

Fig. 4.5は，上位の四分位点を箱で表したもので，箱内の横線が第 2四分位 (中央値)を

示す．箱外に表示された上下の横線は外れ値を除外した最小値と最大値を表しており，外

れ値がある場合には，白丸で示される．Fig. 4.5に示した 80 %の場合，著作者数の全体比

率は最小が 0.15 %，第 1四分位が 1.2 %，第 2四分位 (中央値)が 1.9 %，第 3四分位が 5.1

%，最大が 9.8 %であった．Fig. 4.3に示した atomプロジェクトでは，5名の著作者が全

開発規模の 80 %を Commitしていた．一般的なパレート分布は 80% : 20%の比率であり，

パレート則よりさらに偏った分布である．

4.6.3 著作者の時系列記録

Fig. 4.4に例示した順位データから，べき分布の Head部分と Tail部分に特異なデータが

存在していると考えられる．Head部分は，上位の著作者による開発規模であり，流用によ

る開発活動が含まれている可能性がある．Tail 部分は，少量の誤字修正など，単位 Effort

Person-Monthsとして扱うには小さすぎる開発活動である．Tail部分の特異値は，追加と削

除の規模が小さい Commitを検出することで，簡単に見つけることができる．

流用の特異値については，著作者の活動の中に混ざっていることから，分離する方法を
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検討した．分離を行うために，著作者毎の Commitを時系列で分析した．開発効率に影響を

及ぼす流用があれば，当該著作者の累積規模の時系列値は急激に大きくなる．そこで，各

OSS開発プロジェクトにおいて累積登録規模が大きい著作者を中心に時系列データを作成

した．例として，Table 4.1の 44番目に示す ”RIOT-OS/RIOT”プロジェクト [110]の時系列

記録を Fig. 4.6に示す．この時系列記録は，累積登録規模が多い 16名の著作者を対象とし

ている．グラフ上で線が途切れているのは，それ以前，あるいはそれ以降に Commitの記

録が見当たらない場合である．

Fig. 4.6において，開発規模が跳躍している部分が，流用が行われたと推察される Commit

である．

Fig. 4.6: Cumulative Lines of Monthly Commits in the RIOT project
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4.6.4 特異値の分離とデータ整形

対象がべき分布であることから，Head部分と Tail部分の特異値を調べ，分離する値を定

める必要がある．Fig. 4.6で示した通り，Head部分の特異値として流用と想定される規模

の増加が観測された．OSS開発において，ソースコードの流用は，オープンソース・ライセ

ンスに従えば自由に行うことができる．また，OSS間の依存関係により，流用している他

の OSSにアップデートが発生した場合には，必然的に流用しなければならなくなる．OSS

開発において流用は頻繁に行われており，流用の規模はさまざまである．流用の閾値とし

て用いるための参考値となる先行研究を調査したが，見当たらなかった．そこで，GitHub

で OSS 開発を行っている 10 人のエンジニアに Fig. 4.6 を見せ，何 KLOC / Months から

流用と考えるかアンケートを実施した．アンケートの結果，10人のうち 7人が 5KLOC，

2名が 3KLOC，1名が 10KLOCと回答した．Fig. 4.6の結果とアンケートの結果から，5

KLOC / Month程度の飛躍が流用であると推察される．そこで，1ヶ月間に 5 KLOC以上

の追加を分離することとした．ただし，OSS開発プロジェクト開始時には大量の新規登録

が行われるので，この分離則の対象外期間として 3ヶ月間を設定した．Tail部分は，追加

と削除の合計が 10 LOCより小さい Commitを分離することとした．

月単位で Commitを著作者別に集計し，Head部分と Tail部分の特異値を除去することで

分離を行った．除去したデータから 4.5.1項と同様に回帰分析のための整形データを作成し

た．その結果を Table 4.3に示す．Effortの減少のうち 95 %は，Tail部分の特異値であ

り，追加規模のほぼ 100 %は Head部分の特異値であった．

この特異値除去の結果を 12ヶ月単位でまとめ，分析用の 368件のKLOC と Effortか

ら成るデータを得た．分析データの対数表示による度数分布を Fig. 4.7に示す．特異値除

去前の Fig. 4.1と比較して，顕著な差はない．特異値除去後のデータも Fig. 4.7の度数分

布図で示すように，対数正規分布とみなすことができる．

Table 4.3: Selection of Analysis Data

Operation Effort Commits Add (KLOC) Del (KLOC)
Before 123,514 1,381,655 237,698 166,191

After 91,651 1,283,941 132,299 126,330
Difference 31,863 97,714 105,399 39,861
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Fig. 4.7: Histogram of Sample Data

Fig. 4.8: Regression Line and Q-Q plot

68



Table 4.4: Correlation Analysis Result of Selected 368 Data

Estimate Std.Error t value Pr(> |t|) Signif.codes a

(Intercept) 0.932 0.0901 10.3 2.0E-16 ***
Lines 0.533 0.0389 13.7 2.0E-16 ***

Residual standard error: 0.368 on 366 degrees of freedom
Multiple R-squared: 0.339, Adjusted R-squared: 0.337

a ***:0.1% Significance

4.6.5 特異値を除去した OSS開発のコストモデル

特異値を除去した 366件のデータを log変換し，単回帰分析を行った．分析により得ら

れた回帰線とデータのグラフおよび Q-Qプロットを Fig.4.8に，回帰分析のサマリを Table

4.4に示す．Table 4.4の結果から式 (4.5)の係数に値を与え，式 (4.8)とした．

Y = 0.533X + 0.932 (4.8)

式 (4.8)を COCOMOのべき式に変換して式 (4.9)とした．

E = 100.932(KLOC)0.533 = 8.55(KLOC)0.533 (4.9)

4.6.6 特異値除去モデルの評価

特異値を除去したデータに対する回帰分析の結果として，Table 4.2と Table 4.4を比較す

る．Adjusted R-squaredが大きくなっていることから，特異値を除去した方が，Effortと

KLOC の相関は高くなっている．Q-Qプロットについても Fig. 4.2と Fig. 4.8を比較する

と，特異値を除去した方が開発規模が大きい部分での差が小さくなっているが，大きな違

いは見られない．特異値除去前後のデータ比較の結果，両者の間に大きな違いは見られな

い．これにより，特異値を除去したモデルであっても，COCOMOのべき式が回帰式に従っ

ていると考えられる．

べき式 (4.7) と (4.9) の差は，係数が 17.3 から 8.55 と半減している．この結果は，Tail

部分の微細な修正の除去の方が，流用による開発規模の増加より影響を与えたことを示し

ている．べき乗係数は，0.416 から 0.553 と微増であり大きな変化は生じなかった．分析
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対象の総開発規模は，月間で 5 KLOCを超える流用を取り除いたため 237 MLOCから 132

MLOCと半減しているが，開発効率に対する流用の影響が少ないことを示した．

特異値除去モデルの評価により，Head部分は大規模な流用によって発現しているもので

はなく，OSS開発チームには開発を推進する少数のメンバが存在していることが明らかと

なった．ここでは，Head部分に相当する開発を推進する少数のメンバを「コアメンバ」と

呼ぶ．

4.6.7 OSS開発特有の特性を生む原因の調査結果のまとめ

ステップ 2 : OSS開発特有の特性調査の結果として，OSS開発のコストモデルにおける

べき乗係数が 1より小さい結果を得た．そこで，この結果の検証と原因を探るための分析

を行った．この原因に対し，「大規模な流用による見かけの開発量の増加が影響している」

と仮定し，OSS開発プロジェクトにおける著作者の Commitを時系列で調べた．調査の課

程において順位データを作成したところ，すべての OSS開発プロジェクトにおいてべき分

布であることが確認された．べき分布であることから，Head部分と Tail部分で異なった特

性を持っていることが確認された．そこで，(a)大規模な流用の影響，(b)貢献度の小さい

多数の開発者の影響，の 2つがべき乗係数の差を生じさせる原因であると仮定し，Head部

分と Tail部分に存在する特異値の除去を行った．特異値を除去したデータを用いて，回帰

分析を行い，べき式 (4.9)を得た．べき乗係数は，特異値除去前と同様に 1より小さい値で

あった．この結果から，(a)および (b)については，いずれも OSS開発の開発効率への影響

は認められず，OSS開発特有の特性が大規模な流用や貢献度の小さい多数の開発者の存在

よるものではないことが明らかになった．
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4.7 結言

本章では，OSS開発におけるメンバと開発量の関係，すなわち量的開発効率について，べ

き式を用いた COCOMOを適用し，次の 3つのステップで，GitHubにおける 50件の OSS

開発プロジェクトを対象として分析を行った．

• ステップ 1：OSS開発においても，COCOMOにおける量的開発効率の関係式，すな

わち工数と成果物の関係を表すモデル式 (工数=a ∗開発規模b+コスト因子)が成り立

つことを確認する

• ステップ 2：COCOMOのモデル式の係数から，OSS開発特有の特性を探る

• ステップ 3：OSS開発特有の特性を生む原因を探る

ステップ 1の結果は，4.5.2項に示した分析により，統計的に成立することが確かめられ

た．統計分析で得られた式 (4.7)のべき乗係数は 0.416であった．COCOMOにおいて標準

値とされているべき乗係数は 1.05～ 1.20と 1より大きい値である．OSS開発のべき乗係

数と COCOMOのべき乗係数には大きな差が観測された．

ステップ 2の結果は，OSS開発特有の特性は，ステップ 1において観測された 1より小

さいべき乗係数である．この結果から，開発規模が増加すると開発効率が上昇することが

確認された．

ステップ 3として，OSS開発における著作者の詳細な記録を調べた．調査の結果，本章

で対象とした GitHubの 50件の OSS開発プロジェクトについて，著作者の開発量の順位

データがすべてべき分布であることが分かった．べき分布の Head部分では，大規模な流用

が想定される Commitがあり，これによる開発規模の増加が見られたため特異値として除

去し，結果として分析データの開発規模が半減した．Tail部分では，誤字修正のような微

細な Commitがあり，これを特異値として除去した．特異値を除去したデータに対し特異

値除去前と同様の分析を行った結果，べき乗係数は 0.553であり，特異値除去前と同様に

1より小さい値であった．このことから，特異値として除去した大規模な流用や貢献度の

小さい多数の開発者の存在は開発効率に影響を及ぼしていないことが明らかとなった．大

規模な流用に関しては，開発効率に対し多少影響していたが，COCOMOにおけるべき乗
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係数との大きな差を生む原因は他にあると考える．大規模な流用以外に小規模な流用や CI

による自動化などの影響も考えられるが，本章の分析では要因として確定するには至らな

かった．大規模な流用以外の小規模な流用や別の高生産性因子の分析など，影響を及ぼし

ている原因の解明が今後の課題である．

1 MLOCの開発規模において，OSS開発のべき乗係数 0.553と COCOMOのべき乗係数

の標準値 1.2を比較すると，COCOMOの開発効率は OSS開発の 87倍となる．工数ベー

スで比較すると，OSS開発では 5人年，COCOMOでは 435人年の差となる．OSS開発プ

ロジェクトと COCOMOで示された ESにおける開発プロジェクトでは，さまざまな環境

が異なるため，この値を単純に比較することはできない．しかしながら，近年目覚ましい

発展を遂げている OSS開発の分析は，ES開発も含めたソフトウェア開発全体における開

発効率向上に役立つ要因分析に繋がっていくと考えている．さらに詳細分析を行い，未確

認である OSS開発における高い開発効率の要因を明らかにすることは重要であろう．
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第5章 OSS開発チームにおけるチームの状態
の指標化に関する研究

5.1 緒言

本章では，第 4章の結果を踏まえて，活動量のばらつきから開発チームの状態の指標化

を試みる．第 4章で分析対象とした OSS開発プロジェクトの Logデータを用い，開発チー

ムにおけるメンバの活動量の分布を基に，ジニ係数とローレンツ曲線を用いて，開発チー

ムの状態を指標化する手法を検証する．
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5.2 活動量の分布

OSS は，社会インフラとしてだけではなく，OSS 開発コミュニティの活動に参加する

エンジニアの育成にも貢献している [40]．OSS開発における育成の特徴は，エンジニアが

On-the-Job Training (OJT)を得る機会の増大にあると考えられる．従来，エンジニアが OJT

を得るには，ナレッジを持った企業やプロジェクトに雇用される必要があり，雇用される

には十分なスキルが求められるため，ビギナーにとって新たな OJT の機会を得ることが

困難であった．特に，ソフトウェアのデバッグやテストなどの技能は OJTから学ぶ必要が

あり，閉鎖的な開発形態の企業においては，新入社員教育に多くのコストを費やしている．

OSSコミュニティは，自由な参加を推奨しており，この OJTを得るための障壁が小さい．

たとえば，GitHub [92]では，誰でもドキュメントの誤字修正から参加できることを示して

いる [111]．

OSS開発プロジェクト運営の側面から観ると，ビギナーの自由な参加により，稼働率は

下がると考えられる．ビギナーの参加が増加すると，活動量のばらつきが大きくなる．活

動量のばらつきは，ジニ係数によって，その程度を推測することができる [98]．北山の研

究 [98]では，メーリングリストにおける個人毎に集計した投稿数の分布に偏りがあったた

め，一般的な分散ではなく，ジニ係数を用いて計測することを提案した．また，北山は，ジ

ニ係数の差からメーリングリストの特徴を分析し，メーリングリストの種類によって差異

があることを明らかにした [98]．第 4章で示した通り，OSS開発プロジェクトの開発量も

べき分布であるため，ジニ係数で表すことができると考えた．そこで，本章では，開発活

動の負荷分散に着目し，ジニ係数を用いて活動量の分布の計測と，ジニ係数の差を用いた

OSS開発プロジェクトの特徴の分析を試みた．

一般的に，OSS開発の利用者，開発者，愛好者らの集団を OSS開発コミュニティと呼ぶ．

本章では，計測の単位として Repository毎に集計している．そのため，計測の単位として

OSS開発プロジェクトと記載している場合には，Repository単位での集団を指している．
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5.3 活動量の分布に関するモデルと計測方法

企業におけるソフトウェア開発プロジェクトや企業経営では，要員の稼働率を高め，総人

数を抑えることが，総人数を増やし，稼働率を下げるより効率的だと考えている．これは，

要員の雇用により発生する間接コストが，雇用人数に比例する現実からも明らかである．

一方，OSS 開発においては，一部のコアメンバを除けば，従来型の雇用関係ではなく，

自由な参加であることから Contributionと呼ばれる社会貢献としての関係である．OSS開

発は，30 年以上の歴史の中で発展し，現在における形態，つまり，GitHub に代表される

OSSコミュニティ活動として拡大している．

OSSコミュニティの活動形態に関する研究は，ソフトウェア開発の側面だけでなく，社

会科学の側面からも多様な研究が行われている [42, 112, 113]．ここでは，ソフトウェア開

発活動の負荷分散に着目した．役割のアーキテクチャまで踏み込まず，総人数と稼働率に

よるマクロな分析を試みた．

OSS開発プロジェクトは，要員を雇用していないため，稼働率をマネージできない．そ

れゆえ，稼働率に代わる計測項目が必要となる．そこで，ジニ係数と呼ばれる指標に着目

した．この指標は，母集団における配分が均等である状態を 0とし，不均等の大きさを最

大 1で示す．経済学では，社会や国家における富の不均衡を表す指標として用いられてい

る [99, 100]．また，社会科学では，インターネットにおける集団の特性を表す指標として

応用されている [98, 101].

稼働率は，Effort Person-Monthsや Effort Person-Hoursを Total Monthsか Total Hoursで

割った値である．Occ: Occupancy rateは，Ef : 全 Effort Person-Monthsの平均，To: Total

Monthsとすれば，式 (5.1)で表される．

Occ =
Ef

To
(5.1)

雇用関係が存在しない OSS開発プロジェクトでは，Total Monthsを固定的に決めること

が出来ないので，Effort Person-Monthsの分布の偏りを表すジニ係数を用いる．Gini: ジニ

係数は，Effortの分布を L(F )とすると式 (5.2)で表される．

Gini =
1
2 −

∫ 1
0 L(F )dF

1
2

= 1− 2

∫ 1

0
L(F )dF (5.2)
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ジニ係数を用いて稼働率に相当する値を出すとすると，式 (5.3)で表される．

Occ ≒ 1−Gini (5.3)

L(F )の値は，OSS開発プロジェクトのある測定期間における，Contoributorの Effortを

用いる．i番目の Contributor Ci の Effort EfCi は，測定期間において活動が記録されてい

る月数とする．たとえば，5年間の測定期間において，3ヶ月間に 5回の Commit行った場

合，Commit回数の ”5”ではなく，Commit記録のある 3ヶ月の ”3”を Effort Person-Months

とする．活動量は，バージョン管理 (たとえば Git リポジトリの Log) の記録から求める．

全 Contributorの EfCi が L(F )に対応する．ジニ係数は，EfCi のベクトルから Rの統計

パッケージを用いて求める．
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5.4 分析対象と分析方法

本節では，本章で用いた分析対象と分析方法について述べる．

5.4.1 分析対象

本章の研究では，新規参加者など，実際の OSS開発活動にはすぐに貢献できないであろ

う Contributorが多く参入している OSS開発チームのデータが求められる．この要件に該

当する OSS開発チームの条件は次の通りである．

• ある程度長い期間，継続して開発を行っている

• ある程度の Contributorが参加している

• 継続的に Contributorが参入している

第 4章で用いた OSS開発プロジェクトのデータは，これらの条件を満たしている．そこ

で，本章でも，第 4 章で調査対象とした OSS 開発プロジェクトを分析対象とすることと

した．第 4章で選定した 50件の OSS開発プロジェクトの開発記録 (Log)を 2018年 11月

30日に再取得した．その際，Repositoryが移動しており，開発記録の取得ができなかった

OSS開発プロジェクトが 2件存在した．そのため，本章では，48件の OSS開発プロジェ

クトのデータを用いることとした．

この 48件の OSS開発プロジェクトの開発記録から，OSS開発プロジェクト毎の開発期

間，総人数，総 Commit 数，総編集 File 数，総変更 Lines を集計した．総変更 Lines は，

Commit時に記録されるもので，Add linesと Delete linesを合算した値に等しい．

5.4.2 ジニ係数の算出

”openlayers”プロジェクト [114]のデータを例にジニ係数の算出方法を述べる．

openlayers プロジェクトは，ウェブページに動的な地図を表示させてくれる JavaScript

のライブラリである．開発開始は 2006年 5月，著作者数は 267人，Repositoryサイズは

77,614 KB，Fork数は 1,778，Star数は 4,453，Issue数は 620であった．

5.3節にて述べた方法を用いて，次の手順でジニ係数を求めるための Effort Person-Months

を算出した．
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1. Git Logから openlayersプロジェクトの全期間の Contributor毎の Commit記録を収

集 (19, 545件)

2. 月単位で Contributor毎の Effort Person-Monthsを算出 (1, 490件)

3. Contributor単位で Effort Person-Monthsを集計 (291件)

測定期間において Contributor毎に集計した Effort Person-Monthsが Contributorの活動量

である．Effort Person-Monthsの分布を Fig. 5.1に示す．

Fig. 5.1: Distribution of Effort Person-Months in the openlayers Project

Fig. 5.1より，Contributor毎の Effort Person-Monthsはべき分布であることが分かった．

Effort Person-Monthsの値を用いて，ジニ係数とローレンツ曲線を求めた．ジニ係数の値

は，0.7217878であった．Fig. 5.2にローレンツ曲線を示す．
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Fig. 5.2: Lorenz Curve of the openlayers Project

ローレンツ曲線の x軸は，Contributor単位での Effort Person-Monthsを昇順で累積した

ものである．Fig. 5.2を見ると，全体の約 1割の Contributorの活動量が多く，ばらつきが

大きいことが分かった．

Fig. 5.1から，活動量の分布はべき分布であり，Contributorには，べき分布の Headであ

る継続して開発を行うコアメンバと，Tailに相当する活動量の少ないメンバが存在してい

ることが分かる．

ジニ係数は，活動量のばらつきの程度を示しており，その値が大きいとばらつきが大き

い．5.4.2項で示した openlayersプロジェクトのジニ係数の値は 0.7223368であり，活動量

のばらつきが大きいことを示している．これにより，提案する方法で，活動量のばらつき

の程度を計測できていると考える．

次節では，他の OSS開発プロジェクトについて同様にジニ係数を求め，活動量のばらつ

きの程度が計測できるかを調べた．
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5.5 OSS開発プロジェクトにおけるジニ係数の計測

5.4節では，1つの OSS開発プロジェクトを例にジニ係数の算出方法を中心に示した．本

節では，他の OSS開発プロジェクトにおいても同様に活動量の分布の程度が計測できるか

確認する．48件の OSS開発プロジェクトの中から，参加人数を基に 3件の OSS開発プロ

ジェクトを抽出した．分析対象は，48件の OSS開発プロジェクトの中から Contributor数の

25％，50％，75％に相当するプロジェクトを選定した．25％は 5.4節で示した openlayers

プロジェクトであり，50％は ”meteor” プロジェクト [115] ，75％は ”llvm” プロジェク

ト [116]であった．本研究では，meteorプロジェクトと llvmプロジェクトにおける結果を

示す．

5.5.1 meteorプロジェクトにおけるジニ係数の計測

meteorプロジェクトのジニ係数を算出する．

meteorプロジェクトは，リアルタイムWebアプリケーションフレームワークで，リアク

ティブなWebプログラミングを可能にしている．開発開始は 2006年 5月，Contributor数

は 476人，Repositoryサイズは 77,585 KB，Fork数は 5,028，Star数は 40,706，Issue数は

267であった．

Effort Person-Monthsの分布を Fig. 5.3に示す．

Fig. 5.3: Distribution of Effort Person-Months in the meteor Project
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Fig. 5.3より，openlayersプロジェクトと同様に，Contributor毎の Effort Person-Months

はべき分布であった．

続いて，ジニ係数とローレンツ曲線を求めた．ジニ係数の値は，0.5706287であった．Fig.

5.4にローレンツ曲線を示す．

Fig. 5.4: Lorenz Curve of the meteor Project

Fig. 5.4より，Contributorの活動量のばらつきは大きいことが分かった．

5.5.2 llvmプロジェクトにおけるジニ係数の計測

llvmプロジェクトのジニ係数を算出する．

llvm プロジェクトは，任意のプログラミング言語に対応可能なコンパイラ基盤である．

開発開始は 2001 6月，Contributor数は 919人，Repositoryサイズは 940,703 KB，Fork数

は 1,720，Star数は 3,540，Issue数は 0であった．

Effort Person-Monthsの分布を Fig. 5.5に示す．
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Fig. 5.5: Distribution of Effort Person-Months in the llvm Project

Fig. 5.5 より，前の 2 件と同様に Contributor 毎の Effort Person-Months はべき分布で

あった．

続いて，ジニ係数とローレンツ曲線を求めた．ジニ係数の値は，0.6091536であった．Fig.

5.6にローレンツ曲線を示す．

Fig. 5.6: Lorenz Curve of the llvm Project
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Fig. 5.6より，Contributorの活動量のばらつきは大きいことが分かった．

5.5.3 OSS開発プロジェクトの計測値のまとめ

抽出した 3件の OSS開発プロジェクトにおいて，Effort Person-Monthsのジニ係数が算

出できることが確認された．各 OSS開発プロジェクトの計測値を Table 5.1にまとめる．

Table 5.1: Data of 3 OSS Development Projects

Projects
Gini coefficient

(value)
Period
(year)

Contributors
(number)

Effort Months
(EM)

Commits
(number)

openlayers 0.7223368 12 267 152 1,771
meteor 0.5708425 7 476 144 1,361
llvm 0.612601 17 919 2,181 15,171

Projects
Repository Size

(KB)
Stars

(number)
Forks

(number)
Issues

(number)
openlayers 77,614 4,453 1,778 620
meteor 77,585 40,706 5,028 267
llvm 940,703 3,540 1,720 0

次節では，48件の OSS開発プロジェクトにおけるジニ係数の値を比較する．
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5.6 OSS開発プロジェクト間の比較

5.5節において，ジニ係数が算出できることが確認されたので，全 48件の OSS開発プ

ロジェクトに対して展開した．本節では，48件の OSS開発プロジェクトのデータを用い

て分析を行った．まず，ジニ係数が表す活動量の分布と Effort Person-Monthsのジニ係数と

開発期間，Contributor数，総 Effort Person-Months数，総 Commit数，Repositoryサイズ，

Star数，Fork数，Issues数との相関を確認した．次に，ジニ係数の値でグルーピングし，グ

ループ間の差異から OSS開発プロジェクトの特性を見いだせるかを試みた．

5.6.1 OSS開発プロジェクトの開発活動状況

48件の OSS開発プロジェクトの各項目の箱ひげ図を Fig. 5.7に示す．項目によっては大

きな飛び値がある OSS開発プロジェクトもあり，OSS開発プロジェクト間のばらつきは大

きい．
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Fig. 5.7: Distributions of Each Item in All Projects
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5.5節において，ジニ係数が算出できることが確認されたので，全 48件の OSS開発プ

ロジェクトに対して展開した．48件の OSS開発プロジェクトの計測値の分布を Table 5.2

に示す．
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Table 5.2: The Gini coefficient of Effort Person-Months in All Projects

Projects Gini coefficient
alluxio 0.456528295
ansible 0.397701759
atom 0.596716036
bokeh 0.551900801
bolt 0.52512242
bosh 0.568703593
canjs 0.615808125
Cataclysm-DDA 0.530086772
clang 0.646286998
collectd 0.520039031
conda 0.509424856
contiki 0.659731573
core 0.646599709
crystal 0.548875645
darktable 0.700263279
DefinitelyTyped 0.342616957
django 0.545401186
Firmware 0.608128626
frontend 0.574074397
gratipay.com 0.557206861
habitica 0.481409613
hazelcast 0.685803129
homebrew-cask 0.444498792
kotlin 0.703256817
libgdx 0.533597448
linux 0.698699508
llvm 0.609153563
lodash 0.392133205
meteor 0.57062871
mpv 0.697973527
neo4j 0.699829002
nikola 0.56474959
nixpkgs 0.6402569
opencv 0.529650395
openlayers 0.721787751
phpmyadmin 0.570580063
ppsspp 0.588737264
PrestaShop 0.573247902
presto 0.673951831
qemu 0.680393361
radare2 0.557233492
ReactiveCocoa 0.508363086
rethinkdb 0.682128814
RIOT 0.624580055
servo 0.559598784
spring-boot 0.545766758
vlc 0.726939227
yii2 0.478500387
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求めた 48件のジニ係数の分布を Fig. 5.8左パネルに示す．図中の赤線は平均値 (Mean)，

青線は第 2四分位 (中央値：Median)を表している．Fig. 5.8右パネルの Q-Qプロットは，

データが正規分布かどうかの確認結果であり，散布図の点がほぼ直線上に並んでいれば，正

規分布に従っていると考えられる．Fig. 5.8右パネルの Q-Qプロットより，散布図の一部

の点が直線から外れているが，ほぼ直線上に並んでいるため，正規分布に近い分布である．

Fig. 5.8: Distribution of the Gini Coefficient of Effort Person-Months in All Projects

5.6.2 活動量の分布と各項目との相関

活動量のばらつきによる影響を調べるため，Effort Person-Months のジニ係数と開発期

間，Contributor数，総 Effort Person-Months数，総 Commit数，Repositoryサイズ，Star数，

Fork数，Issues数との相関を調べた．各項目との相関を Table 5.3. に示す．

Table 5.3: Correlation with Each Item

Period Contributors Effort Months Commits
EM. Gini 0.551619 -0.27996 -0.05911 0.125054

Size Stars Forks Issues
EM. Gini 0.201585 -0.33521 -0.3401 -0.13725

Table 5.3より，開発期間は相関があるが，その他の項目との相関はほとんどないか，弱

い相関があるという結果であった．
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5.6.3 ジニ係数の差異による分類

ジニ係数の値から OSS開発プロジェクトの特性を探ることができるか試みた．グループ

間の比較を目的として，ジニ係数の値で分類することとした．ジニ係数が正規分布に近い

分布であることから，ジニ係数の値を用いて 48件の OSS開発プロジェクトから 3つのグ

ループを抽出した．Fig. 5.8左パネルにおいて，ジニ係数の値が上位の 4件の OSS開発プ

ロジェクトをグループ A，平均値と第 2四分位 (中央値)を含む 4件の OSS開発プロジェ

クトをグループ B，ジニ係数の値が下位の OSS開発プロジェクトは，グループ Aと同様

に 4件とし，グループ Cとした．

グループ毎に各項目の箱ひげ図を Fig. 5.9，Fig. 5.10，Fig. 5.11に示す．ジニ係数の値が

大きいグループ Aは，他のグループと比較して，開発期間が長い傾向にある．その他の項

目については，そもそもグループ内のばらつきが大きく，グループ間の比較による OSS開

発プロジェクトの特性として有意な差異を見いだすことはできなかった．
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Fig. 5.9: Distribution of Each Item in Group A
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Fig. 5.10: Distribution of Each Item in Group B
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Fig. 5.11: Distribution of Each Item in Group C
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5.7 計測期間の差異による比較

Fig. 5.1，Fig. 5.3，および Fig. 5.5で示した通り，Contributorの活動量の分布はべき分

布であった．べき分布の Head に相当する開発を推進する少数のコアメンバと，Tail に相

当するビギナーなどの活動量が小規模な多数のメンバが混在していることが分かる．また，

Table 5.3より，活動量の大きなばらつきを示すジニ係数と，成果物に直結する Commitと

の相関は認められないことから，自由な参加による稼働率の低下の影響はほとんどないと

推察される．

OSS開発プロジェクトは，開発対象や，開発対象の難易度，OSS開発プロジェクトの運

営などの違いにより，多種多様である．多種多様な OSS開発プロジェクトの中で，開発期

間が長い OSS開発プロジェクトはジニ係数が大きい傾向が観測された．本章の分析は，全

開発期間を計測期間としている．Effort Person-Monthsは，計測期間において活動が記録さ

れている月数をカウントしている．これは，全メンバが全期間いる前提として算出してい

ることになる．そのため，計測期間内のある時点で限定的に活動を行い，その後，OSS開

発チームを離脱した Contributorであっても，全体の Effort Person-Monthsの人数としてカ

ウントされていることになる．ここまでの分析では，計測期間全てを対象としていたため，

離脱した Contributorの活動量も累積されている．これにより，開発期間が長い OSS開発

プロジェクトにおいてジニ係数が大きくなる傾向が観測されているのだと考えた．そこで，

計測期間全てで算出した Effort Person-Monthsのジニ係数と，計測期間の最後の 1年間だ

けで算出した Effort Person-Monthsのジニ係数を比較した．Fig. 5.12に 48件の OSS開発

プロジェクトにおける計測期間すべでで算出したジニ係数と計測期間の最後の 1年間のみ

で計測したジニ係数の分布を示す．
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Fig. 5.12: Comparison of the Gini Coefficients for the Whole Period and the Last Year

計測期間の最後の 1年間のジニ係数の値は全体のジニ係数の値よりも小さい値となって

いる．これは，全期間に比べて，1回の Commitだけの Contributorなど，活動量が少ない

多くのメンバの累積が少ないためである．このジニ係数の差異は，OSS開発プロジェクト

に少しだけ参加して去って行った Contributorの稼働率を示していると考えることができる．

OSS開発プロジェクトの分析期間を区切ってジニ計数を算出し，時系列分析をすることに

より，Contributorの活動状況を明らかにすることができると考える．
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5.8 結言

本章では，OSS開発プロジェクトにおける負荷分散に着目し，Contributorの活動量の計

測を試みた．活動量を計測するために，計測期間において Commit記録がある月を 1とする

Effort Person-Monthsを計測の単位とし，稼働率に相当する指標として経済学の分野で用い

られるジニ係数を用いた．この手法により，実際の OSS開発プロジェクトにおいて Effort

Person-Monthsのジニ係数が算出できることを確認した．

活動量のばらつきによる影響を調べるため，Effort Person-Months のジニ係数と開発期

間，Contributor数，総 Effort Person-Months数，総 Commit数，Repositoryサイズ，Star数，

Fork数，Issues数との相関を調べたが，開発期間以外の項目との相関は認められなかった．

活動量の大きなばらつきを示すジニ係数と成果物に直結する Commitとの相関は認められ

ないことから，自由な参加による稼働率の低下の影響はほとんどないと推察される．

次に，ジニ係数の値から OSS開発プロジェクトの特性を探るため，グルーピングを行い，

プロジェクト間での各項目の分布を確認した．開発期間が長い OSS開発プロジェクトはジ

ニ係数の値が大きい傾向にあったが，それ以外の項目において，活動量のジニ係数を用い

て分類した OSS開発プロジェクト間で有意な差異は見られなかった．

ジニ係数は，OSS開発プロジェクトの開発期間との相関が認められたため，計測期間全

てで算出した Effort Person-Monthsのジニ係数と，計測期間の最後の 1年間だけで算出した

ジニ係数を比較した．比較の結果，最後の 1年間のみで算出したジニ係数の値が小さいこ

とが分かった．これは，活動量が少なく，活動期間の短い Contributorが多く存在している

ことを表している．OSS開発プロジェクトへの参加や離脱はメンバの自由意志に基づくた

め，興味のある OSS開発プロジェクトがあれば開発活動に参加することができる．これに

より，OSS開発プロジェクトに多くのメンバが関わることになる．OSS開発チームは，開

発を推進する少数のコアメンバがいる一方で，わずかな開発活動で OSS開発チームを去っ

て行く Contributorが多く存在している．参加や離脱が自由な OSS開発チームの構成は，時

間と共に常に変化していると考えられる．Fig. 5.12で示した通り，時系列で比較した場合

の差は顕著に表れている．この指標を用いて時系列分析を行うことで，OSS開発チームの

成長やチーム状態の変化などを分析することができるようになると考える．
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第6章 結論

本研究は，ソフトウェア開発チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにすることを

目的に，活性化しているソフトウェア開発チームの分析を行った．関連研究の課題を踏まえ

て，開発チームのリーダとメンバの関係性に焦点を当て，企業における開発チームと OSS

開発チームを研究対象とし，次の 3つを研究テーマとして設定した．

• 研究テーマ 1: 企業の開発チームにおけるチーム状態を計測する質問紙分析手法を探る

• 研究テーマ 2: OSS開発チームにおけるメンバと開発量の関係を探る

• 研究テーマ 3: OSS開発チームにおけるチームの状態の指標化を試行する

研究テーマ 1の「企業の開発チームにおけるチーム状態を計測する質問紙分析手法を探

る」では，開発チームのリーダが自身のチームの状態を知ることができるツールの検証と

最適な分析手法を探索した．また，企業の開発チームのリーダが使うツールとしては，調

査および分析手法は簡便であることが望ましい．そこで，複数の分析手法を比較し，最適

な分析方法を探った．分析方法は，統計モデルと機械学習モデルを用いた．統計モデルで

は，説明変数を少数の因子や主成分に集約して用いた．機械学習モデルでは，説明変数を

集約せずに用いた．その上で，両モデルの判別率を比較した．

質問紙調査の分析手法の簡便さにおいては，分析過程で因子分析や主成分分析などの統

計処理を行う必要がない機械学習モデルは，質問紙調査結果の値そのものを用いて判別が

できるため，統計モデルと比較すると簡便であり，開発チームにおいて利用することがで

きると考える．教師ありデータを用いて実施した統計モデルの自己検証では，松尾谷の研

究 [10]で示された統計モデルの結果と同様の高い判別結果が得られた．機械学習における

自己検証の判別率は，統計モデルとほぼ同等かそれ以上の高い判別率であった．一方で，妥

当性検証として行った LOOCVによる交差検証においては，統計モデル，機械学習モデル
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共に外挿となるデータに対しては著しく判別性能が低下することを示した．開発チームの

リーダが，自身のチームの状態を知るためのツールとして最適な分析方法は，機械学習モ

デルであると考えられる．しかし，実用化するためには，外挿における判別率の向上が求

められる．研究テーマ 1で試行した評価比較により，次の課題は，学習のための教師付き

データの蓄積，用いる変数の数や変数の加工なども含めた説明変数の改良であることが明

らかとなった．

研究テーマ 2の「OSS開発チームにおけるメンバと開発量の関係を探る」では，OSS開

発チームがどのように開発を行っているのかについてメンバと開発量との関係の観点から調

査し，分析を行った．GitHubにおける 50件の OSS開発プロジェクトを対象とし，OSS開

発に対して，企業のソフトウェア開発におけるコストモデルを応用して分析を行い，OSS開

発の特徴分析を試みた．分析には，言語や対象領域に制限を持たず，かつ実績のあるコスト

モデルである COCOMOを用いた．COCOMOの適用に当たり，企業のソフトウェア開発の

工数 (Person-Months)に相当する概念を OSS開発に適用するため，開発期間を 1ヶ月単位で

区切り，その区間内で 1回以上の Commit記録があれば 1単位とする Effort Person-Months

を定義し，回帰的に得られたべき式の係数に着目した計測方法を探った．

分析の結果，OSS開発においても，COCOMOにおける量的開発効率の関係式が成り立

つことが確認された．また，OSS開発特有の特性として，開発規模が増加すると開発効率

が上昇することが確認された．対象ソフトウェアに関する成果物の著作者毎の開発量の詳

細な分析を行った結果，著作者の開発量の順位データは全てべき分布になっていた．そこ

で，べき分布の Head部分に影響を及ぼしていると考えられる大規模な流用と Tail部分に

相当する貢献度の小さい多数の開発者の存在を特異値として除去して分析を行った．特異

値を除去した評価でも，特異値除去前に見られた OSS開発特有の特性に変化はなく，特異

値として除去した大規模な流用や貢献度の小さい多数の開発者の存在が開発効率に影響を

及ぼしていないことを示した．このことから，OSS開発チームの実態としては，全体の開

発量の 80 %が少数のコアメンバによって開発されていることが明らかとなった．OSS開

発チームでは，全開発量の 80 %が少数のメンバによって行われており，開発を推進する

コアメンバの存在が確認された．

研究テーマ 3の「OSS開発チームにおけるチームの状態の指標化を試行する」では，研
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究テーマ 2の結果を踏まえて，メンバ間の開発活動量のばらつきから開発チームの状態の

指標化を試みた．分析には，研究テーマ 2で分析対象とした OSS開発プロジェクトの Log

データを用いた．活動量を計測するために，計測期間において Commit記録がある月を 1と

する Effort Person-Monthsを計測の単位と定義し，総開発期間におけるメンバ毎の総 Effort

Person-Months数 (総活動月数)を基に稼働率を算出した．稼働率に相当する指標として経

済学の分野で用いられるジニ係数とローレンツ曲線を用いた．

研究テーマ 3で試行した手法により，実際のOSS開発プロジェクトにおいて Effort Person-

Monthsの分布を基に，ジニ係数とローレンツ曲線を用いて，OSS開発チームの活動量の分

布を定量化した．指標として用いたジニ係数の値から，OSS開発プロジェクトチームにお

けるメンバ間の活動量には大きなばらつきがあることが明らかになった．OSS開発プロジェ

クトは自由な参加が推奨されている．そのため，すぐに貢献することができない新規参画

者が多い場合には，活動量のばらつきは大きくなり，これに伴い成果物に直結する Commit

数にもばらつきが生じると考えた．しかし，活動量のばらつきを示す Effort Person-Months

のジニ係数と成果物に直結する Commitとの相関は認められなかった．このことから，自由

な参加による稼働率の低下の影響はほとんどないと推察される．続いて，OSS開発プロジェ

クトの特性を探るため，ジニ係数の値を基にグルーピングを行い，プロジェクト間での各項

目の分布を確認したが，活動量のジニ係数を用いて分類した OSS開発プロジェクト間には，

有意な差異は見られなかった．さらに，異なる計測期間で算出した Effort Person-Monthsの

ジニ係数を比較した結果，計測期間全てで算出したジニ係数より，最後の 1年間のみで算

出したジニ係数の値が小さいことが分かった．これは，活動量が少なく，活動期間の短い

Contributorが多く存在していることを表している．OSS開発プロジェクトへの参加や離脱

はメンバの自由意志に基づくため，興味のある OSS 開発プロジェクトがあれば開発活動

に参加することができる．これにより，OSS開発プロジェクトに多くのメンバが関わるこ

とになる．OSS開発チームは，開発を推進する少数のコアメンバがいる一方で，わずかな

開発活動で OSS開発チームを去って行く Contributorが多く存在している．OSS開発プロ

ジェクトのジニ係数を時系列で比較した場合の差は顕著に表れており，参加や離脱が自由

な OSS開発チームのメンバ構成は，時間と共に常に変化していると考えられる．この指標

を用いて時系列分析を行うことで，OSS開発チームの成長やチーム状態の変化などを分析

することができるようになると考える．
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今後の検討課題として，次の 3点が考えられる．

まず，企業の開発チームを対象とした研究の課題は，リーダが，自身のチームの活性状

態を知ることができるツールとして利用することができるようにすることである．そのた

めには，学習のためのサンプルの蓄積が求められる．本研究で用いたデータは，20件と 55

件であり，機械学習モデルで扱うにはサンプル数が非常に少なく，過学習の状態に陥って

いると考える．サンプルを蓄積するためには，本質問紙を用いた調査を広く実施していく

ことが重要である．また，モデルのロバスト性を考えると，説明変数の数は少ない方が良

いため，機械学習モデルで用いる説明変数についても変数の数や加工方法などの説明変数

の改良が必要である．

次に，OSS開発チームを対象とした研究の課題は，OSS開発の高生産性因子の解明であ

る．本研究では，大規模な流用が影響を及ぼしていると想定し，特異値を除去したモデル

の評価を行い，影響していないことが確認された．しかし，小規模な流用や高生産性因子

の分析など，影響を及ぼしている原因については，本研究で解明には至っていないため，継

続した分析が必要である．

もうひとつの OSS開発チームを対象とした研究の課題は，OSS開発チームの成長やチー

ム状態の変化といった時系列分析である．本研究で用いた分析手法や指標を用いて OSS開

発チームの時系列分析を行うことで，OSS開発チームがどのように成長していくのかを明

らかにすることができると考えられる．

本研究では，チームの活性化に影響を及ぼす要因を明らかにすることを目的に，リーダ

とメンバの関係といった観点から，企業の開発チームと OSS開発チームについて調査，分

析を行った．

企業の開発チームにおいては，複数の分析手法を用いて分析を行い，自己検証において

は，松尾谷の研究 [10]で示されている統計モデル結果と同様の結果が得られた．このこと

から，開発チームにおいて，プロジェクトの成否に大きな影響を与える因子は「仲間意識」

と「役割認知」であると推察される．ただし，本研究で示したモデルは改良の余地がある

ことが明らかになったため，今後改良したモデルで分析を行った上で，プロジェクトの成

否に影響を及ぼす要因を特定する必要がある．

OSS開発チームの実態調査では，OSS開発チームにおける明確なリーダの存在は確認で

きなかった．一方で，開発量や活動量の分布からは，開発を推進する少数のコアメンバと
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それ以外の多数のメンバという 2つのグループに分かれていると読み解ける．このことか

ら，OSS開発チームにおけるリーダとは，コアメンバに相当すると考える．コアメンバは，

自らの開発作業によって開発チームを牽引していく集団的なリーダであると言えよう．

本研究では，チーム形態が異なることから企業の開発チームと OSS開発チームを分けて

研究を行った．研究結果から開発チームのリーダに関して考察すると，リーダの位置づけ

そのものが全く異なるものであると考えられる．企業の開発チームにおけるリーダは，役

割としてのリーダであり，メンバに指示をして開発を推進していくリーダである．OSS開

発チームにおけるリーダは，自ら開発をして進めていく集団的なリーダである．チーム形

態が異なるだけではなく，リーダとしての位置づけも異なっている．そのため，企業の開

発チームと，OSS開発チームを単純に比較して考えることはできない．

本研究により，企業の開発チームと，OSS開発チームのそれぞれにおいて，新たな知見

を得ることができた．ソフトウェア開発チームの活性化に影響を及ぼす要因については追

加分析が必要であるが，本研究は要因の特定に向けた一助になったと考える．今後も継続

して両者の調査，分析を行い，開発チームの活性化について研究を行っていく所存である．
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質問紙 A

【プロジェクト名】

質問内容 回答欄
以下の質問に対して１から４のうちどれかを選択して回答欄に記入下さい

１．プロジェクトに参画していた時期はいつごろですか
　　　１：１０年以上前、２：１０～５年前、３：５～２年前、４：２年前～現在進行

２．プロジェクトのお客様との関係性を確認します

（１）お客様側の統率力が強く、指揮命令系統が強く浸透している
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（２）お客様とSE側は比較的良好な関係にあると思う
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（３）お客様とSE側の利害関係の調整を行う余地がある
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（４）プロジェクト全体の方針が明確だと思う
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（５）プロジェクトの活動は統制のとれた計画や指示がなされている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（６）メンバーの作業時間管理を厳格に行い、その成果は従事する時間によって評価される
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（７）メンバーの評価はその成果物に対する評価が優先され、作業時間では評価しない
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

３．仲間意識を確認します

（１）作業について苦戦しているメンバーがいると、他のメンバーが支援している
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（２）仕事以外の雑談なども頻繁でメンバー間の非公式なコミュニケーションも多い
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（３）自分自身は今回一緒になったメンバーとまた作業をしたいと思っている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（４）作業グループの中でメンバーどうしは頻繁なコミュニケーションがなされている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（５）作業グループ間で頻繁なコミュニケーションがなされている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定
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質問紙 A

質問内容 回答欄
以下の質問に対して１から４のうちどれかを選択して回答欄に記入下さい

４．役割について確認します

（１）プロジェクトメンバー毎の作業分担が明確で、はっきり決まっている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（２）メンバーそれぞれの役割分担に対して公平感がある
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（３）作業を計画した時に役割分担が漏れていることがある
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（４）作業計画で規定した分担作業がなされず、漏れることがある
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（４）メンバーは与えられた役割分担に熱意をもっている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

５．プロジェクトの規範について確認します

（１）メンバーどうしで挨拶をすることがあたり前になっている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（２）メンバーは、緊急のトラブルがあったとき、役割を越えてプロジェクトのために動いている
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（３）仕事をうまく進めようとして、暗黙のルールがありますか
　　　（明文化してないが、積極的な情報開示方法がある、作業のきまりなど）
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

（４）質問の（３）で「ある」と答えた人は、その内容を記載してください。

・・・該当プロジェクトで存在した暗黙のルールを下に書いてください

６．最後に

（１）そのプロジェクトは成功しましたか？
　　　１：強い否定、２：否定、３：肯定、４：強い肯定

ご協力ありがとうございました
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質問内容 回答欄 Q

対象とするプロジェクトを思い浮かべ，そのプロジェクトの特性に関する質問

あなたがプロジェクトに参画していた時期はいついごろですか．

1：10年以上前，  2：9年～5年前，  3：4年～最近，  4：現在進行中 A

そのプロジェクトは成功しましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 B

そのプロジェクトにおけるあなたの役割．

1：メンバー，  2：チームリーダー，  3：PMとチームリーダ，  4：PM，  5：品質管理などスタッフ C

そのプロジェクトの規模について

1：100名以上，  2：～50名ほど，  3：～25名ほど， 4：～10名ほど，  5：9名以下 D

仲間意識に関する質問

あなたは，当時のメンバーと，また仕事をしたいと思ってますか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定
1

仕事以外の雑談なども頻繁で，メンバー間の非公式なコミュニケーションもありましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定
2

新規メンバーへの援助は良い方でしたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定
3

メンバーは皆，仕事を達成しようとする意欲を感じましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 4

役割意識に関する質問

他者の役割分担について理解し，無理なくうまく機能していましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 5

役割分担で抜けが生じ，たらい回しになることはありましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 6

メンバーは自分の役割をよく理解していましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 7

役割で，スキル不足のメンバーのことが気になりましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 8

発生したトラブルなどに対し担当が決まらず先延ばしされることが良くありましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 9

リーダー役は，メンバーの状況を良く把握し仕事を調整していましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 10

あなたは自分の役割に熱意をもって対応していましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 11

裏面に続く

この調査票は，現場力に関連する様々な特性に対し，弱みや強みを明らかにして，現場力を強化するための対
策立案に使用します．匿名なので，忌憚の無い回答をお願いします．
簡易計測は，主に終了したプロジェクトを対象に，振り返って調査を行うものです．目的は，成功失敗とチーム力
の構成要素との関係を明らかにすることです．調査結果は，回答者にWebで公開します．
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質問内容 回答欄

規範やチーム文化に関する質問

仕様書やマニュアルなど共有物は整備され活用されていましたか（オンラインを含む）．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 12

守らなければいけない無駄なレポートや約束事は多いと感じましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 13

不席者の所で電話がなっていたら，だれかが素早く対応していましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 14

メンバーどうしで挨拶をすることがあたり前になっていましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 15

プロジェクトの進め方について良く説明をしたり，聞いたりしましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 16

成果に関して

メンバーのスキル以上に成果を出したと思いますか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 17

問題が発生した時，その解決はかなり早い方でしたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 18

技術力はとても高いと感じましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 19

成果に貢献していないメンバーが多いと思いましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 20

環境や仕事の難易度について

仕事の技術的な要求レベルは高い方でしたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 21

仕事の納期はかなり厳しい方でしたか

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 22

仕事に要求される品質は高い方でしたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 23

不可能と思われる理不尽な要求がありましたか．

1：否定，  2：どちらかと言えば否定，  3：判断できない，  4：どちらかと言えば肯定，  5：肯定 24

その他，コメント，ご意見がありましたら．

以上です．ありがとうございました．
分析結果は１週間後にWebに掲載しますので，この質問紙とIDを交換して下さい．
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